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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成17年3月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （百万円） 18,966 18,346 18,727 17,434 16,653

経常利益 （百万円） 1,811 1,946 1,376 743 652

当期純利益又は当期
純損失(△)

（百万円） 34 1,055 352 △76 △1,868

純資産額 （百万円） 7,432 9,491 10,338 9,221 6,714

総資産額 （百万円） 15,895 17,012 19,128 16,924 16,695

１株当たり純資産額 （円） 606.70 716.65 761.60 694.54 513.50

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)

（円） 1.82 80.99 26.62 △5.77 △141.98

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

（円） 1.79 79.80 26.42 － －

自己資本比率 （％） 46.8 55.8 52.9 54.5 40.2

自己資本利益率 （％） 0.5 12.5 3.6 △0.8 △23.5

株価収益率 （倍） 505.5 17.4 31.3 － －

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,246 1,273 305 1,036 1,853

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,402 △834 △1,491 △742 △997

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,169 △450 679 381 △618

現金及び現金同等物
の期末残高

（百万円） 1,157 1,182 721 1,389 1,570

従業員数 （名） 725 795 943 1,020 985

（外、平均臨時雇用
者数）

（名） （120） （60） （66） （67） （68）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成20年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。また、平成21年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、1株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成20年３月期および平成21年３月期の株価収益率は当期純損失を計上しているため記載しておりません。

４　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成17年３月平成18年３月平成19年３月平成20年３月平成21年３月

売上高 （百万円） 18,848 18,132 18,407 17,177 15,807

経常利益 （百万円） 1,538 1,781 1,603 827 635

当期純利益又は当期
純損失(△)

（百万円） △114 1,057 566 58 △1,320

資本金 （百万円） 3,029 3,529 3,529 3,529 3,529

発行済株式総数 （千株） 12,600 13,462 13,462 13,462 13,462

純資産額 （百万円） 7,049 8,924 9,114 8,801 7,142

総資産額 （百万円） 15,496 16,390 17,429 16,254 15,611

１株当たり純資産額 （円） 575.38 673.81 686.45 663.28 546.39

１株当たり配当額 （円） 15.00 25.00 25.00 25.00 15.00

（うち１株当たり中
間配当額）

（円） （5.00） （10.00）（12.50）（12.50） （7.50）

１株当たり当期純利
益又は当期純損失
(△)

（円） △10.32 81.16 42.73 4.41 △100.31

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益

（円） － 79.97 42.41 4.41 －

自己資本比率 （％） 45.5 54.4 52.3 54.1 45.7

自己資本利益率 （％） △1.6 13.2 6.3 0.7 △16.6

株価収益率 （倍） － 17.4 19.5 81.2 －

配当性向 （％） － 30.8 58.5 566.7 －

従業員数 （人） 379 382 403 437 409

（外、平均臨時雇用
者数）

（人） （75） （60） （66） （66） （68）

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。また、平成21年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成17年３月期および平成21年３月期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上しているため記載して

おりません。

４　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号）を適用しております。
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２ 【沿革】

現社長　遠藤良三が昭和42年９月に照明器具の製造を開始いたしました。その後個人経営に限界を感じ、

法人組織に改組して将来性豊かな商業施設用照明器具への事業転換をはかり、自社ブランドで商業施設用

照明器具の製造販売を開始し、現在に至っております。

　

年月 概要

昭和42年９月

 

現社長遠藤良三が大阪市城東区において照明器具の製造を目的に個人経営で遠藤照明器具製作所
を創業。

昭和47年８月

 

法人組織に改組し、大阪府東大阪市に株式会社遠藤照明を設立、大阪府東大阪市に第一工場を新
設。

　　　　９月 大阪営業所を新設。

昭和49年１月 東京営業所を新設。

昭和50年１月 福岡営業所を新設。

　　　　６月 本社配送センターを新設。

昭和51年１月 東京配送センター、渋谷営業所、静岡営業所を新設。

　　　　７月 札幌営業所を新設

　　　　８月 神戸営業所を新設。

昭和53年７月 販売会社㈱遠藤照明販売京都店を設立。

昭和54年１月 販売会社遠藤照明大阪販売㈱を設立。

　　　　４月 仙台営業所を新設。

昭和56年１月 販売会社遠藤照明渋谷販売㈱を設立。(昭和59年１月㈱遠藤照明東京販売に商号変更)

　　　　２月 製造部柏田工場を新設。

　　　　８月 販売会社㈱エルコン大阪を設立。

昭和57年１月 名古屋営業所を新設。

昭和59年４月 製造子会社㈱遠藤製作所を設立。

　　　　６月

 

栃木県佐野工業団地に関東物流センター(東京配送センター移転)北関東営業所(現埼玉営業所)を
開設。

昭和60年４月 横浜営業所を新設。

　　　　７月 大阪市平野区に第一工場を移転。

昭和61年８月 アビタ工場(現 佐野工場)を関東物流センター内に新設。

昭和62年１月

 

販売部門の統合のため㈱遠藤照明東京販売、㈱遠藤照明販売京都店、遠藤照明大阪販売㈱及び㈱エ
ルコン大阪を吸収合併、生産能力の増強のため㈱遠藤製作所を吸収合併。

　　　　６月

 

本社を大阪市東成区へ移転。
東京営業所を東京支店、大阪営業所を大阪支店に組織変更。

昭和63年４月 東京都渋谷区にショールーム(エディック)を新設。

　　　　８月

 

滋賀県甲賀郡水口町(現　滋賀県甲賀市水口町)に中央物流センター(本社配送センター移転)を開
設。

平成元年５月 水口工場を中央物流センター内に新設。

　　　　６月

 

 

照明技術研究所を大阪府東大阪市に新設。
タイ製造子会社Lighting ENDO (THAILAND) Co.,Ltd.(現 ENDO Lighting (THAILAND) Public
 Co.,Ltd.)を設立。

平成２年２月 大阪証券取引所市場第二部特別指定銘柄(新二部)に株式を上場。

　　　　８月 本社及び大阪支店を大阪市西区へ移転
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年月 概要

平成３年９月 販売会社㈱アビタを設立。(平成４年４月㈱インテルノに商号変更)

平成４年７月 生産技術研究所を大阪府東大阪市に新設。

平成５年１月 システム収納家具の販売及び取付工事を開始。

平成８年１月 大阪証券取引所市場第二部銘柄に指定。

平成９年７月 システム収納家具(組立家具)の販売を開始。

平成11年12月照明器具に関し全事業所を対象にＩＳＯ9001認証取得。

平成12年８月

 

Lighting ENDO (THAILAND) Co.,Ltd.(現 ENDO Lighting (THAILAND) Public Co.,Ltd.)が照明器
具及びシステム収納家具に関してＩＳＯ9001認証取得。

平成13年１月 ㈱インテルノを解散。

平成13年３月 世界家具テーマパーク「アビタサローネ有明店」を開店。

平成14年12月㈱インテルノの清算が結了。

平成15年１月 システム収納家具に関しＩＳＯ9001認証取得。

平成15年11月

 

Lighting ENDO (THAILAND) Co.,Ltd.はENDO Lighting (THAILAND) Public Co.,Ltd.に商号を変
更。（現・連結子会社）

平成16年２月 家具販売に関しＩＳＯ9001認証取得。

平成17年２月 中国昆山恩都照明有限公司の工場が竣工。

平成17年７月

 

東京都港区に青山ショールームを開設。
レンタル事業の子会社、イーシームズ㈱を設立。(現・連結子会社)

平成17年12月「アビタサローネ有明店」を閉店。

平成18年７月

 

本社及び大阪支店並びにイーシームズ㈱を大阪市中央区に移転。
大阪本社ショールームを開設。

平成19年６月 照明技術研究所において、ＩＳＯ１４００１を認証取得。

平成20年10月福岡県大川市にインテリア家具用品の物流拠点として大川センターを開設。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社並びに子会社３社で構成され、照明器具の製造販売、照明器具及び省エネ商材のレ

ンタル、家具の販売及び取付工事を主な内容として事業活動を展開しております。

事業の系統図は次のとおりであります。

なお、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。

　

事業の種類別
セグメントの名称

事業内容 会社名

　照明器具関連事業
照明器具の製造販売
省エネ商材の販売
照明器具及び省エネ商材のレンタル

当社(製造・販売)
ENDO Lighting (THAILAND) Public Co.,Ltd.
(製造・販売)
昆山恩都照明有限公司(製造)
イーシームズ株式会社(販売・レンタル)

　家具関連事業
インテリア家具・用品の販売
システム収納家具の製造並びに取付
工事

当社(販売・取付工事)
ENDO Lighting (THAILAND) Public Co.,Ltd.
(製造)
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

　ENDO Lighting

(THAILAND)Public Co.,Ltd.

タイ国サムットプラ

カーン県バーンサオト

ン市バーンサオトン町

756

照明器具関連

事業

家具関連事業

99.7

当社製品の販売、製造委託並

びに資金援助　役員６名のう

ち当社役員１名、当社従業員

２名

　昆山恩都照明有限公司 中国江蘇省昆山市 543
照明器具関連

事業
100.0

当社製品の製造委託並びに

資金援助　役員５名のうち当

社役員１名、当社従業員４名

　イーシームズ株式会社 大阪市中央区 100
照明器具関連

事業
100.0

当社製品及び商品を仕入れ

顧客へ販売・レンタル　役員

５名のうち当社役員２名、当

社従業員３名

　 　 　 　 　 　

(注) １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２．ENDO Lighting (THAILAND)Public Co.,Ltd.及び昆山恩都照明有限公司は、特定子会社であります。

３．上記子会社は、有価証券届出書及び有価証券報告書を提出しておりません。

５ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

照明器具関連事業 908 （58） 　

家具関連事業 51 （5） 　

全社（共通） 26 （5） 　

合計 985 （68） 　

（注）１　従業員数は、当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業人員

数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４　全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

(2)　提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

409 （68） 38.1 10.4 5,227

（注）１　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員は、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおり、支給対象期間１年未満の者を除いております。

(3)　労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機や株

式市場の低迷、急激な円高の進行などの影響により、企業収益は大幅に悪化し、雇用不安の高まりなどを

背景に個人消費は減少を続け、極めて厳しい状況で推移しました。

このような状況の下で、当社グループは高付加価値空間創造企業として、環境を重視した高効率照明

器具や省エネルギーに対応した新製品開発並びにお客さまの満足向上と生産性向上に取り組んでおり

ます。

また、内部統制システムの充実に向け、内部統制委員会を中心に体制の整備を進めてまいりました。

しかしながら、前年度後半からの世界的な不況や円高などの影響で個人消費の落込みと設備投資の減

少並びに百貨店、専門店などの秋物衣類の売上不振などによる新店や改装の延期などの影響により、商

業施設関連の経営環境は厳しい状況が続いております。

その結果、当連結会計年度の売上高は166億53百万円と、前連結会計年度比4.5％減収となりました。一

方、経常利益は販売費及び一般管理費を大幅に削減いたしましたものの６億52百万円と前連結会計年度

比12.2％減益となりました。更に、将来の為替リスクに備えるための為替予約等の評価損（デリバティ

ブ評価損）22億66百万円及び固定資産の減損損失２億28百万円等の特別損失を計上いたしました結果、

18億68百万円の当期純損失となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①照明器具関連事業

商業施設用照明につきましては、世界的不況や円高の影響もあり業界全体としては引き続き厳しい

状況でありましたが、東京青山並びに大阪本社ショールームを活用して、各種専門店や百貨店への提案

を活発に実施した結果、大手百貨店等の案件を着実に受注することができました。

また、前期から海外市場へ本格的に営業展開を開始し、今後も代理店の更なる増強や展示会の開催

等を通じ海外展開を積極的に進めてまいります。

なお、エスコ事業主体の子会社イーシームズ株式会社は、食品スーパーを始め、流通店舗の新店また

は既存店での照明器具及び制御機器による消費電力の削減が、お客さまの高い評価を得て順調に契約

件数を伸ばしております。

その結果、前連結会計年度比489.6％増の10億円の売上を計上いたしました。今後とも省エネ機器の

強みを生かし積極的にエスコ事業を進めてまいります。

海外子会社であるＥＮＤＯ Ｌighting（THAILAND) Public Co.,Ltd.は、為替の変動並びに原材料

の高騰の影響を受けましたが、為替予約の実施並びにコストダウンに取り組んだ結果、収益は回復傾向

となりました。

また、昆山恩都照明有限公司（中国）は本格的な海外販売に伴う主な供給拠点としての体制作りを

優先し、高品質でローコストな製品の安定供給に向けて、生産管理体制の強化に取り組んでおります。

今後、ＬＥＤを中心とした製品開発に取り組み海外生産販売拠点として目指してまいります。

このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は155億２百万円（前連結会計年度比5.6％減）、営

業利益は19億62百万円（前連結会計年度比2.5％増）となりました。
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②家具関連事業

家具関連事業のうち、インテリア家具・用品販売については、平成20年５月に業務用家具の新カタ

ログを発刊し、建築士やインテリアデザイナー等に配布し、東京青山並びに大阪本社ショールームを活

用して、積極的に販促活動に取り組む一方、家具流通における代理店との契約の強化をはかりました。

また、家具専任の営業スタッフを東京に集約し、ブランドの浸透と販路開拓を積極的に進めた結果、

前期に比べ売上は順調に伸びてまいりました。

一方、システム収納家具は、タイの子会社にて品質向上及びコストダウンに取り組んでおりますが、

売上が伸び悩み利益を上げるまでには至っておりません。

このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は11億51百万円（前連結会計年度比13.8％増）、

営業損失は３億４百万円（前連結会計年度営業損失５億50百万円）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

上記のとおり国内での家具関連事業での売上は伸びたものの、照明器具関連事業で当下半期以降の

商業施設関連を中心として伸び悩んだことにより、売上高は162億89百万円（前連結会計年度比4.3％

減）、営業利益は15億９百万円（前連結会計年度比3.4％減）となりました。

　
②アジア

海外への供給拠点として、外部顧客への売上は減少しましたが、親会社からの受注が増加したことに

より、売上高は32億51百万円（前連結会計年度比2.3％増）となりました。また、為替変動・原材料高騰

の影響を受け営業利益は42百万円（前連結会計年度は２億38百万円の営業損失）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、15億70百万円（前連結会計年度比13.0％増）とな

りました。主な要因は以下の通りであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは 18億53百万円の増加（前連結会計年度比78.9％増）とな

りました。

　主な要因は、税金等調整前当期純損失により18億62百万円減少しましたもののデリバティブ評価損、

減損損失による増加があり、差引6億32百万円の増加となったこと、並びに減価償却費５億73百万円、

たな卸資産の減少３億87百万円、仕入債務の増加４億86百万円による増加であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは ９億97百万円の減少（前連結会計年度は７億42百万円の減

少）となりました。主な要因は、家具事業の物流倉庫の購入、子会社イーシームズ株式会社の賃貸資産

及びシステム関連投資であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは ６億18百万円の減少（前連結会計年度は３億81百万円の

増加）となりました。主な要因は、借入金の返済及び配当の支払いであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 生産高(百万円) 前年同期比(％)

照明器具関連事業 3,110 △4.7

家具関連事業 369 6.6

合計 3,480 △3.6

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は製造原価としております。

３　金額には消費税等は含まれておりません。

(2)　受注実績

当社は主に需要予測に基づく見込生産方式を採用しているため、該当事項はありません。

(3)　販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 販売高(百万円) 前年同期比(％)

照明器具関連事業 15,502 △5.6

家具関連事業 1,151 13.8

合計 16,653 △4.5

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額には消費税等は含まれておりません。

３　主要な販売先（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものはありません。

　

　

３ 【対処すべき課題】

今後の見通しといたしましては、わが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した金融不安、株安、円

高基調などの影響を受け設備投資の減少や買控えなど市場環境は厳しさを増すものと予想されます。

このような情勢の中で当社グループといたしましては、今後、商業施設分野で培った製品とノウハウを活

用してＬＥＤ応用製品の開発強化や高付加価値建築物件市場の開拓及び照明と家具の総合提案強化並びに

海外の照明器具市場開拓等に取り組んでまいります。

特に海外照明市場へのＥＮＤＯブランドの浸透と納入実績を着実に積み重ね国内依存型からグローバル

な経営体制に移行すべく基盤を固めてまいります。

また、世界的な課題としての地球温暖化防止に向けて、環境に配慮したＬＥＤ応用製品等の高効率照明器

具、省電力機器の開発を推進すると共に、ノウハウを活用して、二酸化炭素の削減に積極的に取り組み照明

メーカーとしての責任を果たしてまいります。

お客さまの満足向上のためにニーズにあった製品の開発及び製品の品質向上の強化に取り組み高付加価

値空間創造企業としてブランド力強化と業績向上に努める所存であります。

また、健全な企業体質を構築するために内部統制を更に充実させ経営基盤の質的な強化と会社価値の向

上に取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなもの

があります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成21年6月26日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。

1.事業活動に関するリスク

（1）商業施設市場の景気変動、出店規制などについて

当社グループは特定の取引先に依存することなく、幅広い顧客からの受注を確保しており、安定し

た取引基盤を有しております。しかしながら、当社グループは商業施設用照明器具の売上高に占める

割合が大きいため、商業施設市場の景気動向や大型商業施設の出店規制などによって、得意先からの

受注に影響を受けることがあります。そのため、その動向次第では、当社グループの経営成績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。

（2）国際的な事業展開について

当社グループはタイと中国に現地子会社を設立し、低コスト生産体制を確立しておりますが、海外

では為替リスクに加え、政情不安、経済動向の不確実性、宗教及び文化の相違、現地における労使関係

等のリスクに直面する可能性があります。また、現地子会社からの完成品の仕入比率が高まってお

り、政情不安や経済動向によっては完成品の供給にも影響を与えます。当社グループは、現地子会社

と連携を密にし、適切に対応していく方針でありますが、予測不能な事態が発生した場合には、当社

グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

（3）家具関連事業について

当社の家具関連事業につきましては、照明事業に準じた業務用家具分野に特化して積極的に新製

品並びにカタログを発刊し市場開拓を行っていますが効果が予定通り実績につながらなかった場合

には、開発費用やカタログ発刊費用が利益の圧迫要因となり、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。

（4）レンタル事業について

レンタル事業を主体とする子会社イーシームズ株式会社が今後、レンタル事業が予想通りに軌道

に乗らなかった場合にはキャッシュ・フローの圧迫要因となる可能性があります。

（5）製品の欠陥について

当社グループは、所定の品質基準に基づき、製品の品質確保に細心の注意を払っております。しか

し、部品のロット不良などにより当社グループが供給する製品に重大な欠陥が発生した場合には、製

品の回収及び交換による費用、企業イメージのダウン等により、当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を与える可能性があります。

2．マーケット変動によるリスク

（1）原材料の仕入価格の高騰について

当期は、鋼材価格上昇は一服したものの依然として高水準にあり、原油価格やその他原材料価格も

高値圏で推移しております。国内においては、取引先企業との価格交渉によって取引条件が決定され

る為、仕入価格に即座に反映されるわけではありませんが、このような原材料の仕入価格高騰状態が

続けば、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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（2）為替変動による影響について

当社のタイ及び中国現地法人の連結財務諸表作成において貸借対照表及び損益計算書は円換算さ

れるため、為替相場の変動の影響を受けます。当社グループは、為替予約等により為替相場の変動を

ヘッジ又は軽減する対策を講じてはおりますが、為替レートが急激に変動した場合には、当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

（3）デリバティブ取引について

当社は、欧州ユーロ並びに米ドル建輸入取引の為替変動リスクをヘッジする目的で、通貨オプショ

ン取引、通貨スワップ取引を利用した包括的長期為替予約を実行しております。

当社は、当該デリバティブ取引について時価評価を行う処理を採用しているため、今後当該取引の

時価評価に影響を及ぼすドル円レート並びに日米金利差の変動状況により、相当額の評価損益が発

生する可能性があります。

3.その他のリスク

繰延税金資産について

当社グループは、当連結会計年度において10億69百万円の繰延税金資産を計上しております。繰延税

金資産につきましては、今後の利益(課税所得)をもって全額回収可能と考えておりますが、業績の悪化

によって一部取崩を求められることとなった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループは、照明（光）の果たす社会的役割として、人間社会の文化的な生活や生産活動を支えると

ともに、明るく豊かな社会をつくる上で最も重要なエレメントであると考えています。

一方で、照明器具は、エネルギー資源を消費して快適環境を作り出しているのも事実であり、省エネル

ギー性能に優れた機器開発に重点をおくことで地球温暖化防止に貢献することが当社グループの社会的責

任と認識しています。従って、「より少ない資源やエネルギーで、より高付加価値な空間を創造する」を基

本方針に掲げ、光源、器具、照明設計の三つの条件をバランスよく研究開発することに積極的に取組んでお

ります。

こういった取り組は、日本国内のみにとどまらず、「世界のブランドＥＮＤＯに」をビジョンに世界市場

をターゲットにし、環境にやさしい照明器具提案を促進しております。

また、創業以来の当社戦略キーワードである独自性を貫く画期的なビジネスモデルへの挑戦として、競合

優位のコア技術に基づく商品開発と海外製造拠点とのトライアングル生産体制の強化に注力し、新たなる

成長ステージへと邁進しております。

なお、業界初の試みにも意欲的に取組み、インテリア家具事業、ソリューション事業につきましては、照明

事業のビジネスモデルや技術力、提案力を生かして、付加価値空間創造のためのビジネスパートナーとして

高い評価を受けられるように成長・発展いたしております。

当連結会計年度の研究開発活動につきましては、照明技術研究所及び子会社である昆山恩都照明有限公

司並びにENDO Lighting (THAILAND)Public Co., Ltd.の開発部門が相互に連携、連動しながら開発活動を

展開いたしました。

当連結会計年度における当社グループ全体の研究開発費の総額は３億41百万円であり、当該金額には研

究開発部門の人件費及び諸経費３億１百万円が含まれております。

当社グループの照明器具関連事業の研究開発活動は、次の通りであります。

　

コア技術分野

当社の独自技術を代表するＬＥＯＰＴＥシリーズは、独自のノウハウに基づいた反射板設計・製作技術

により、高品位な配光性能を追究した製品として世界の照明市場で高い評価をいただいています。高性能を

追究するためにランプメーカーに対しても要求性能を明確にすると共に、独自ランプの開発要請も行うな

ど照明器具全体としてより付加価値の高い性能を追い求めています。昨今、飛躍的に技術革新が進むＬＥＤ

と有機ＥＬにつきましても新光源として研究開発および応用技術に経営資源を投入しています。

具体的には、2009年5月発刊のＬＥＤカタログと、この後に発刊します海外市場向けＬＥＤカタログに上

記コア技術を生かしたダウンライトやスポットライト、アウトドア器具に搭載するＬＥＤモジュールの開

発並びに改良を進めています。

　

製品開発分野

前述のとおり、当社のコア技術を生かした光学技術とＬＥＤ開発、省エネソリューション提案に経営資源

を集中し下記製品群の開発を行いました。

①ＬＥＤ照明器具の開発

　当社が独自で開発したＬＥＤモジュールで魅力的な照明演出を実現するために、国内外で高い評価を

受けている「ＬＥＯＰＴＥ」シリーズの光学技術のノウハウをＬＥＤ光源の光制御に応用し、新ブラ

ンド「ＬＥＯＰＴＥ　ＬＥＤＺ」を誕生させます。特にハイパワーＬＥＤの特性を活かしたダウンライ

トやスポットライトは、4万時間（通常使用状態で約１０年間）という長寿命の特性を活かし、高天井

などランプ交換のメンテナンス費用と電気代の費用削減が大幅に図れる製品群をご用意しています。
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②テクニカル照明器具開発

高効率なランプ選択と弊社独自のノウハウに基づいた光学設計による高効率反射板など弊社の独自

技術を代表するＬＥＯＰＴＥシリーズの強化に注力しています。

③建築および海外市場向けテクニカル照明器具開発

海外子会社の昆山恩都照明有限公司並びにENDO Lighting (THAILAND)Public Co., Ltd.で設計力・

製造力を強化することができました。これにより、海外での調達コストメリットを出せる新製品開発を

行なっています。

④アウトドア用照明器具開発

屋外用の新光源としてＬＥＤは長寿命でメンテナンスコストメリットが得やすい特徴を生かし、Ｌ

ＥＤ応用製品の開発を強化しています。

⑤意匠照明器具開発

中国を生産拠点とする協力会社の能力拡大を図り、今後も安価で品質の良い部品調達力でブラケッ

ト、ペンダント、シャンデリア、シーリングライトなどの新製品の開発に独自性を出してまいります。

⑥ソリューション商品開発

食品スーパー市場を中心に「お客様の声で生まれた製品」をご要望にお応えするべく、素早いス

ピードで製品開発を推進しています。２００９年２月発刊しました「ソリューションカタログＶｏ

ｌ．４」では、改正省エネ法の解決ポイントから事業者に対しての水道光熱費の「見える化」を推進

する機器（ＥＣＯライナー）を開発いたしました。

　

インテリア家具・用品販売については、業務用家具に特化した家具総合カタログを、建築士やインテ

リアデザイナー等に配布し、中心の東京、大阪の営業所には家具専任の営業スタッフを充実し、照明案

件から発生する様々な情報を先取りしております。

本年１０月には、新カタログ発刊を計画しております。そのカタログでは、弊社オリジナル商品の開

発も手がけ、外部スタッフと共同開発したホテルなどのクオリティの高い大形商業施設を意識した商

品開発に努めています。また、独創性の高い優れたデザインのイタリアブランドの商品開発も引き続き

行っております。

また、生産体制を強化し、国内のみならず海外（中国、タイ）まで足を伸ばしてＯＥＭとして商品ア

イテムを開発しています。これは、これからの市場環境を意識した、汎用性が高くリーズナブルでハイ

クオリティの商品構成を目指しております。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1)　重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、たな卸資産の評価、有価証券の評価、貸

倒引当金の計上及び退職給付引当金の計上等の重要な会計方針並びに税効果会計等に関して見積り及

び判断を行っております。過去の実績及び当該取引の状況に照らして、合理的と考える見積り及び判断

を行っておりますが、実際の結果は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。

　

(2)　財政状態の分析

当連結会計年度における総資産は166億95百万円（前連結会計年度比1.4％減）となりました。

当連結会計年度における自己資本比率は40.2％（前連結会計年度比14.3ポイント減）となり、当連

結会計年度における１株当たり純資産額は513円50銭（前連結会計年度比181円03銭の減少）となりま

した。

（流動資産）

当連結会計年度における流動資産は89億90百万円で、前連結会計年度比18百万円増加しておりま

す。主な要因は受取手形及び売掛金の増加４億４百万円並びに棚卸資産の減少５億42百万円であり

ます。

（固定資産）

当連結会計年度における固定資産は77億4百万円で、前連結会計年度比２億47百万円減少してお

ります。主な要因は、有形固定資産の減少１億38百万円、投資その他資産のうち繰延ヘッジ損益に係

る資産の減少1億33百万円であります。

（流動負債）

当連結会計年度における流動負債は57億52百万円で、前連結会計年度比４億98百万円増加してお

ります。主な要因は、支払手形及び買掛金の増加４億72百万円であります。

（固定負債）

当連結会計年度における固定負債は42億27百万円で、前連結会計年度比17億78百万円増加してお

ります。主な要因は、デリバティブ債務の増加21億61百万円及び長期借入金の減少３億93百万円で

あります。

（純資産）

当連結会計年度における純資産は67億14百万円で、前連結会計年度比25億７百万円減少しており

ます。主な要因は、利益剰余金の減少21億33百万円、繰延ヘッジ損益及び為替換算調整勘定の減少２

億95百万円であります。
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(3)　経営成績の分析

（売上高）

当連結会計年度における売上高は166億53百万円（前連結会計年度比4.5％減）となりました。

　主な要因は、売上高の大半を占める照明器具関連事業において、アミューズメント関連の減少に

加え、前下半期以降、建築基準法の一部改正に伴う建築確認申請の大幅な遅れや百貨店、専門店など

の秋物衣類の売上不振などによる改装延期などの影響を受け商業施設関連も減少し前連結会計年

度比5.6％減少したことによります。一方、家具関連事業は、新カタログを発刊及びショールーム活

用による積極的販促活動や家具流通における代理店との契約の強化、拠点営業所への家具専任ス

タッフの配置等により前連結会計年度比13.8％増加いたしました。

　

（売上総利益）

当連結会計年度における売上総利益は、売上高の減少により69億66百万円（前連結会計年度比

4.4％減）となりました。

（販売費及び一般管理費）

当連結会計年度における販売費及び一般管理費は61億７百万円（前連結会計年度比7.4％減）と

大幅な経費削減により４億90百万円減少しました。

（営業利益）

上記の要因により、当連結会計年度における営業利益は８億59百万円（前連結会計年度比24.6％

増）となりました。

（経常利益）

当連結会計年度における経常利益は、円高による為替差損等により営業外費用が営業外収益を２

億６百万円上回ったことで６億52百万円（前連結会計年度比12.2％減）となりました。

（税金等調整前当期純利益）

当連結会計年度における税金等調整前当期純損失は18億62百万円（前連結会計年度は税金等調

整前当期純利益１億36百万円）となりました。

主な要因は、特別損失としてデリバティブ評価損が22億66百万円発生したことによります。

（法人税等）

繰延税金資産の取崩等のために法人税等調整額が増加し、当連結会計年度における法人税等は４

百万円（前連結会計年度比97.8％減）となりました。

（当期純利益）

その結果、当連結会計年度における当期純損失は18億68百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度中の設備投資の総額は９億34百万円で、事業の種類別セグメントの設備投資について示

すと、次のとおりであります。

(1)照明器具関連事業

イーシームズ株式会社の賃貸用資産が主なものであり、総額４億79百万円の投資を実施しました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(2)家具関連事業

物流拠点となる大川センターの新設によるものが主なものであり、総額２億87百万円の投資を実施し

ました。

なお、重要な設備の除却または売却はありません。

(3)全社

業務の効率化及び省力化を目的とした次期基幹システム開発が主なものであり、総額１億67百万円の

投資を実施しました。

なお、重要な設備の取得、除却または売却はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社遠藤照明(E01986)

有価証券報告書

 18/106



２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

大 阪 本 社 及 び
ショールーム

(大阪市中央区)

照明器具

関連事業

家具

関連事業

本社

販売設備

　

販売設備

　

統括設備

1,078 ─
935

(537)
29 2,043 67

佐野工場

(栃木県佐野市)

照明器具

関連事業
生産設備 0 0 ─ 0 2 8

照明技術研究所

(大阪府東大阪市)

照明器具

関連事業

研究開発

施設設備

品質管理

施設設備

67 5
269

(363)
7 349 32

生産本部

(大阪市平野区)

照明器具

関連事業

統括設備

物流設備
6 0 ─ 43 50 23

中央物流課

(滋賀県甲賀市水
口町)

照明器具

関連事業

物流倉庫

設備

加工設備

179 19
350

(15,865)
5 554 20

佐野物流課

(栃木県佐野市)

照明器具

関連事業

家具

関連事業

物流倉庫

設備

物流倉庫

設備

26 0
291

(16,000)
0 319 7

富士見倉庫

(群馬県勢多郡富
士見村)

家具

関連事業
倉庫設備 ─ ─

75

(9,264)
0 76 ─

みやま倉庫

（福岡県みやま
市）

家具

関連事業

物流倉庫

設備
4 ─ ─ ─ 4 ─

大川センター

（福岡県大川市）

家具

関連事業

物流倉庫

設備
176 ─

99

(12,783)
0 276 2

東京営業部

(東京都台東区)

照明器具

関連事業

家具

関連事業

販売設備

　

販売設備

　

1 0 ─ 5 6 129

名古屋営業所

(名古屋市中区)

他17営業所

照明器具

関連事業

家具

関連事業

販売設備

　

販売設備

5 ─
39

(128)
4 49 93

青山ショールーム

(東京都港区)

照明器具

関連事業

家具

関連事業

販売設備

　

販売設備

74 ─ ─ 7 81 28

今里ビル

(大阪市東成区)
全社 賃貸用設備 21 ─

115

(394)
─ 136 ─

永和ビル

(大阪府東大阪市)
全社 倉庫設備 87 ─

434

(451)
─ 522 ─

（注）　１　帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品であります。

 　２　富士見倉庫は現在休止中であります。

　

　

(2)　国内子会社

イーシームズ株式会社においてレンタル資産４億83百万円を有形固定資産「その他」に計上してお

ります。
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(3)　在外子会社

平成21年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

事業の

種類別

セグメント
の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物

及び構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

ENDO Lighting

(THAILAND)

Public

Co., Ltd.

本社工場
(タイ国

サムット

プラカー
ン県)

他1工場

照明器具
関連事業
家具
関連事業

工場及び
生産設備
工場及び
生産設備

124 159
162

(33,612)
36 482 449

昆山恩都

照明

有限公司

本社工場

(中国江
蘇省

昆山市)

照明器具
関連事業

工場及び

生産設備
203 136 － 206 546 108

（注）　１　帳簿価額のうち、「その他」は工具器具及び備品、建設仮勘定及び土地使用権であります。

 　２　昆山恩都照明有限公司の機械装置のうち蒸着機等一部休止資産があります。

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定

年月

完成後の

増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

提出会社

本社

(大阪市中央

区)

共通
ソフトウ

エア
300 73

自己資金

及び借入金
平成20年６月平成22年３月―

イーシームズ㈱

本社(大阪市中

央区)及び他２

営業所

照明器具

関連事業

レンタル

資産
300 ―

自己資金

及び借入金
平成21年４月平成22年３月―

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2)　重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 35,800,000

計 35,800,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

事業年度末現在

発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年６月26日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 13,462,06813,462,068
大阪証券取引所市場

第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

単元株式数は100株でありま
す

計 13,462,06813,462,068― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(千株)

発行済株式

総数残高

(千株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成17年

７月12日、７月13日
862 13,462 499 3,529 500 2,169

（注）　発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加額は、新株予約権付社債の新株予約権の権利行使による増加であ

ります。

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

－ 8 12 61 12 1 1,9842,078 －

所有株式数
(単元)

－ 9,323 502 30,5088,161 100 86,015134,6091,168

所有株式数
の割合
(％)

－ 6.92 0.37 22.66 6.06 0.07 63.89100.00 －

(注)　自己株式390,974株は「個人その他」に3,909単元及び「単元未満株式の状況」に74株を含めて記載しております。

なお、自己株式数は株主名簿上には390,974株で記載がございますが、平成21年３月31日現在の実質的な所有株式

数は389,974株であります。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

遠藤良三 奈良県奈良市 1,587 11.78

株式会社アーバン 奈良県奈良市西大寺新池町４番40号 1,401 10.41

有限会社遠藤興産 奈良県奈良市西大寺新池町４番40号 1,000 7.42

遠藤正子 奈良県奈良市 653 4.85

遠藤照明従業員持株会 大阪市中央区本町１丁目６番19号 466 3.46

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 405 3.00

ＵＢＳ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 
ＬＬＣ－ＨＦＳ ＣＵＳＴＯＭＥ
Ｒ ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ ＡＣ
ＣＯＵＮＴ
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

677 WASHINGTON BLVD.STAMFORD,
CONNECTICUT 06901 USA
（東京都品川区東品川２丁目３番14号）

370 2.74

シービーエヌワイチャールズ
シュワッブエフビーオーカスタ
マー
（常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

1 0 1  M O N T G O M E R Y  S T R E E T ，
SAN FRANCISCO CA,94104 USA
（東京都品川区東品川２丁目３番14号）

359 2.66

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 330 2.45

遠藤協力会社持株会 大阪市中央区本町１丁目６番19号 229 1.70

計 ― 6,802 50.53

(注)　１　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２　当社は自己株式389,974株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。

３　下記の法人から大量保有報告書の写しの送付を受けておりますが、当社としては、当事業年度末現在における

実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主の状況には反映しておりません。

（大量保有報告書の内容）

氏名又は名称 住所 提出日 報告義務

発生日

所有株式数

（千株）

発行済株式総数

に対する所有

株式割合（％）

ファイナンシャル・アンド・
インベストメント・マネジメ
ントグループリミテッド

米国、ミシガン州、ト
ラバース・シティ、
ケース・ストリート
111

平成20年
12月２日

平成20年
11月26日

630 4.68
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － ―

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － ―

議決権制限株式（その他） 　 － － ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式　普通株式 389,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,071,000130,710同上

単元未満株式 普通株式 1,168 － 同上

発行済株式総数 　 13,462,068－ ―

総株主の議決権 　 － 130,710 ―

　

②　【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

株式会社遠藤照明
大阪市中央区本町１丁目６
番19号

389,900 － 389,900 2.89

計 ― 389,900 － 389,900 2.89

（注）上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権10

個）あります。

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式に含めております。

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号の規定による普通株式の取得及び会社法第155条７号の規定

による普通株式の取得

　
　

(1)　【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

　会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年３月28日)での決議状況

(取得期間平成20年３月29日～平成20年９月30日)
200,000 150,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 67,400 24,970,900

残存決議株式の総数及び価額の総額 132,600 125,029,100

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 66.30 83.35

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 66.30 83.35

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成20年９月12日)での決議状況

(取得期間平成20年10月１日～平成21年３月31日)
140,000 100,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 130,100 25,227,400

残存決議株式の総数及び価額の総額 9,900 74,772,600

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 7.07 74.77

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) 7.07 74.77

　

(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 40 4,880

当期間における取得自己株式 － －
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(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 389,974 ― 389,974 ―
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３ 【配当政策】

当社の配当政策は、長期的に安定配当を維持していくことを基本方針としておりますが、企業の収益状況

や内部留保の厚みなど、経営状態に応じ斟酌されるべきものと考えております。

当社は、中間配当及び期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本的な方針としております。ま

た、剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。なお、定款において

「取締役会の決議をもって毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主若しくは登録株式

質権者に対し、中間配当金として剰余金の配当を行うことができる。」旨を定めております。

当事業年度の業績を勘案し、年間の配当金は中間配当金(１株につき７円50銭)と合わせ、１株につき15円

の配当を実施することとしております。

内部留保金につきましては、長期的展望にたった新規事業の開発活動及び経営体質の効率化・省力化の

ための投資等に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。

　

　(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
(円)

　平成20年10月14日
　取締役会決議

99 7.50

　平成21年６月26日
　定時株主総会決議

98 7.50

　

４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第34期 第35期 第36期 第37期 第38期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年3月期

最高(円) 1,120 1,547 1,449 848 410

最低(円) 430 851 832 322 105

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部における株価を記載しております。

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 299 220 210 189 160 170

最低(円) 190 185 165 155 105 108

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役

社長
海外部長 遠藤良三 昭和18年１月９日生

昭和42年９月遠藤照明器具製作所(個人経営)を創業

(大阪市城東区)

注３ 1,587

昭和47年８月(株)遠藤照明設立　代表取締役社長

昭和59年３月株式会社アーバン設立　代表取締役社長

平成元年６月 Lighting ENDO (THAILAND)Co.,Ltd.

「現 ENDO Lighting(THAILAND) Public

Co.,Ltd.」設立　代表取締役社長

平成４年３月 有限会社遠藤興産設立　取締役社長

平成６年10月当社代表取締役社長兼営業本部長

平成13年４月当社代表取締役社長兼営業本部長

兼インテリア事業部長

平成14年３月当社代表取締役社長兼営業本部長

平成15年11月ENDO Lighting (THAILAND) Public

Co.,Ltd.　代表取締役会長(現任)

平成15年11月昆山恩都照明有限公司　董事長

平成16年５月当社代表取締役社長兼照明技術研究所長

平成17年２月株式会社アーバン　取締役

平成17年７月イーシームズ株式会社　取締役(現任)

平成18年４月当社代表取締役社長

平成19年１月昆山恩都照明有限公司　董事(現任)

平成21年３月当社代表取締役社長兼海外部長(現任)

常務取締役

 

照明事業

部長
遠藤邦彦 昭和49年４月８日生

平成９年４月 (株)富士銀行(現(株)みずほ銀行)入行

注３ 137

平成13年１月当社入社

平成17年２月株式会社アーバン　代表取締役社長

平成18年４月当社経営戦略室長

平成18年６月当社取締役経営戦略室長兼照明技術研究所

担当

平成19年４月当社取締役兼執行役員経営戦略室長

平成19年６月当社常務取締役兼執行役員経営戦略室長

平成21年４月当社常務取締役照明事業部長（現任）

取締役

 

営業

本部長
鍛冶谷栄司 昭和37年１月10日生

昭和59年４月当社入社

注３ 5

平成12年４月当社大阪営業部長兼大阪販売促進部長

平成14年１月当社東京営業部長

平成16年１月当社東京支店長兼東京営業部長

平成17年６月当社取締役営業副本部長兼東京支店長

平成18年１月当社取締役営業副本部長兼東京支店長

兼東京商環境営業部長

平成18年11月当社取締役営業本部長兼東京支店長

兼東京商環境営業部長

平成19年４月当社取締役兼執行役員営業本部長

兼東京営業部長

平成20年４月当社取締役兼執行役員営業本部長

平成21年４月当社取締役営業本部長（現任）

取締役 　 平石博 昭和18年２月27日生

平成13年６月大和銀オペレーションビジネス(株)

常務取締役東京支店長

注３ 5

平成15年５月同社退社

平成15年６月当社入社

平成16年６月当社常務取締役営業本部長

平成17年６月当社取締役インテリア事業部長

平成17年８月当社取締役辞任

平成18年４月上海亜経投咨洵有限公司入社

日本駐在(現任)

平成19年１月当社顧問として入社

平成19年６月当社取締役

平成21年５月当社取締役(管掌　経営品質本部)(現任)

常勤監査役 　 高崎秀夫 昭和21年３月８日生

昭和44年６月遠藤照明器具製作所（個人経営）入社

注４ 162

昭和47年８月当社常勤監査役

昭和54年２月当社常務取締役

昭和60年４月当社常務取締役管理本部長

平成６年４月 当社常務取締役生産本部長

平成７年６月 当社常勤監査役

平成８年６月 当社取締役生産本部副本部長

兼佐野事業所長

平成11年６月当社常勤監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

監査役 　 坂本修 昭和21年９月５日生

平成８年10月㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）

長田支店長

注４ －

平成11年２月同行人事部付三起商行㈱出向

平成13年10月三起商行㈱常務取締役

平成18年８月同社監査役

平成19年２月中央不動産㈱入社　大阪支店副支店長

平成19年５月三起商行㈱監査役退任

平成19年６月当社監査役（現任）

平成19年11月中央ビルマネジメント株式会社大阪支店長

（現任）

監査役 　 馬塲孝夫 昭和28年５月21日生

昭和54年４月三菱電機株式会社入社

注４ －

平成15年４月同社先端技術総合研究所主席研究員

平成16年３月同社退職

平成17年４月デプト株式会社社外監査役

平成17年10月株式会社ケー・ティー・システム顧問

平成18年５月ティーベイション株式会社代表取締役社長

（現任）

平成18年６月大阪大学先端科学イノベーションセンター

特任教授（非常勤）（現任）

平成20年６月当社監査役（現任）

　 　 計 　 　 　 　 1,897

(注)　１　所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２　監査役坂本修及び馬塲孝夫は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５　常務取締役兼照明事業部長　遠藤邦彦は、代表取締役社長　遠藤良三の実子であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)

当社は、経営理念として「企業は公器」を掲げ、事業活動は社会的存在価値を高めることに経営資源

を集中し、人間（組織）の持つ無限の能力と可能性を最大限発揮させる経営の仕組みづくり、社会に貢

献する経営を優先することを目指しております。

この考え方を実現する経営理念として「顧客にベストビジネスパートナーとして認知される会社

に」、「顧客の要求に最高の形で応える社員に」、「会社価値と経営品質の向上」、「顧客満足と社員

の働き甲斐の向上」、「顧客第一主義の精神」等を掲げております。長期的な視点での企業価値の最大

化を目指した企業活動を律するコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでおります。

コーポレート・ガバナンスの重要性を十分認識し、透明性ある経営を推し進め、的確な情報開示を実

践しております。また、経営の監視機能の強化、経営の機動性の向上、経営のチェック機能の充実に努め

ております。

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

イ　経営管理機能

当社は、取締役会を取締役４名で構成し、取締役会を毎月最低１回開催して、少人数で迅速な意思決

定を行うとともに業務執行を監督しております。監査役は社外監査役２名を含む３名の体制で、監査役

全員が取締役会に出席し、意見等述べ運営状況を監視しております。

代表取締役は、各担当取締役・監査役及び各部門の代表者を招集し、月１回のマネジメントレビュー

会議を開催し、経営計画、組織体制などの重要な懸案事項の協議にもとづき、職務執行が効率的に行な

われるよう監督しております。

各担当取締役は、経営計画に基づいた各部門が実施すべき具体的な施策及び効率的な業務遂行体制

を決定します。　その遂行状況を各部門担当取締役が、マネジメントレビュー会議で定期的に報告し、施

策及び効率的な業務遂行体制を阻害する要因の分析とその改善に努めております。

監査役は取締役会、マネジメントレビュー会議へ出席し意見等述べ運営状況を監視しております。更

に取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程及び取締役の業務執

行状況を監視しております。
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ロ　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

当社のコーポレート・ガバナンスの内部統制の仕組みは下記のとおりであります。（なお、下記は平

成21年３月末現在のものであります。）
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ハ　会計監査及び監査役監査、内部監査の状況

会計監査につきましては当社は太陽ＡＳＧ有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法監査及び

金融商品取引法監査を受けております。太陽ＡＳＧ有限責任監査法人は、独立の第三者としての立場か

ら財務諸表監査を実施し、当社は監査結果の報告を受けております。

なお、当期において業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は下記のと

おりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　　柏木　忠(継続監査年数3年)、岡本　伸吾(継続監査年数1年)

・監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　７名、会計士補等　10名

　

監査役監査は、日常的に業務監査が実施されており、監査役会において相互に職務執行の状況につい

て報告することで認識共有化と監査効率化が図られております。また、業務監査の内容は毎月の取締役

会に報告されております。

内部監査は、代表取締役社長の直轄部門である内部監査室（２名）が、各部署の会計・業務・法令・

社内ルールの遵守状況等について定期的に内部監査を実施すると共に、会社財産の保全並びに問題の

未然防止のために具体的な助言を行っております。また、監査法人及び監査役との間で、その結果の報

告並びに意見交換の場を年２回設けることにより連携を取り、リスク管理体制の充実を図っておりま

す。更に、棚卸立会いにも監査役と同行し連携を深めております。

　

②リスク管理体制の整備の状況

当社は、適正な事業運営を行い経営の安定的成長及び経営資源の保全を図るために、業務に関わる全

てのリスクを適切に管理・統制することが経営上の重要課題の一つであると考えており、コンプライ

アンス規程等により当社グループの各種リスク管理体制の強化に取り組んでおります。

　更に、全社的なリスク管理を統括する「コンプライアンスリスク管理委員会」を設置し、「リスク管

理規程」の制定等によりリスク管理体制の一層の強化・充実に取り組んでおります。

　また、顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時アドバイスを受けております。

　

③役員報酬の内容

取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 ４人 60百万円（うち社外取締役 －人 －百万円）

監査役 ４人 16百万円（うち社外監査役 ３人 5百万円）

（注）１　上記取締役及び監査役の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額　12百万円

が含まれております。

　２　監査役に対する年間報酬総額には、退任監査役１名に対する報酬を含んでおります。

　３　株主総会決議による報酬限度額は、取締役年額２億円、監査役年額５千万円であります。
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④取締役の定数

当社は、取締役の定数を７名以内とする旨を定款に定めております。

⑤取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議につき、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。ま

た、取締役の選任については、累積投票によらない旨を定款に定めております。

⑥株主総会の決議事項を取締役会で決議することができることとしている事項

イ　自己株式の取得

当社は、自己株式の取得について、会社法第１６５条第２項の規定により、機動的な資本政策等を遂

行するため、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款

で定めております。

　

ロ　取締役及び監査役の責任免除

当社は、職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第４２６条

第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役（監査

役であったものを含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除する

ことができる旨を定款に定めております。

　

ハ　中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元ができるよう、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日とし

て会社法４５４条５項に定める中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づ
く報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 － － 30 －

連結子会社 － － － －

合計 － － 30 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

当社の連結子会社であるENDO Lihgting（THAILAND）Public Co.,Ltd.はPricewaterhouse Coopers

ABAS Ltd.に対し３百万円、昆山恩都有限公司は昆山豊瑞聯合会計師事務所に対し０百万円を監査報酬

として支払っております。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、

当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)の財務諸表については

太陽ASG監査法人により監査を受け、また、当連結会計年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)

及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表については、

太陽ASG有限責任監査法人により監査を受けております。

　なお、太陽ASG監査法人は、平成20年７月15日付けをもって、法人組織を有限責任監査法人へ移行し、名称を

太陽ASG有限責任監査法人に変更しております。
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１　【連結財務諸表等】
(1)　【連結財務諸表】
①　【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,397 ※１
 1,666

受取手形及び売掛金 2,659 3,064

たな卸資産 4,001 －

商品及び製品 － 1,938

仕掛品 － 113

原材料及び貯蔵品 － 1,358

未成工事支出金 － 49

繰延税金資産 323 328

その他 ※２
 600

※２
 480

貸倒引当金 △11 △9

流動資産合計 8,971 8,990

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※１
 4,416

※１
 4,439

減価償却累計額 △2,278 △2,329

建物及び構築物（純額） 2,137 2,110

機械装置及び運搬具 1,849 1,345

減価償却累計額 △1,277 △1,023

機械装置及び運搬具（純額） 572 322

土地 ※１
 2,828

※１
 2,849

建設仮勘定 7 1

その他 1,409 1,734

減価償却累計額 △785 △986

その他（純額） 624 747

有形固定資産合計 6,169 6,031

無形固定資産

ソフトウエア 107 129

ソフトウエア仮勘定 41 102

電話加入権 21 2

借地権 99 82

無形固定資産合計 269 317

投資その他の資産

投資有価証券 113 88

繰延税金資産 636 740

その他 1,071 818

貸倒引当金 △307 △292

投資その他の資産合計 1,513 1,355

固定資産合計 7,952 7,704
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産合計 16,924 16,695

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,411 1,884

短期借入金 ※１
 1,722

※１
 2,183

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 786

※１
 393

未払法人税等 13 92

賞与引当金 236 182

製品保証引当金 278 258

デリバティブ債務 － 16

その他 805 742

流動負債合計 5,253 5,752

固定負債

社債 300 300

長期借入金 ※１
 980

※１
 587

退職給付引当金 253 303

修繕引当金 － 10

役員退職慰労引当金 336 338

繰延税金負債 62 －

デリバティブ債務 － 2,567

その他 515 121

固定負債合計 2,449 4,227

負債合計 7,702 9,980

純資産の部

株主資本

資本金 3,529 3,529

資本剰余金 2,176 2,176

利益剰余金 3,313 1,179

自己株式 △71 △121

株主資本合計 8,947 6,763

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22 △0

繰延ヘッジ損益 93 －

為替換算調整勘定 151 △50

評価・換算差額等合計 268 △51

少数株主持分 5 1

純資産合計 9,221 6,714

負債純資産合計 16,924 16,695
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②　【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 17,434 16,653

売上原価 ※２
 10,146

※２
 9,687

売上総利益 7,287 6,966

販売費及び一般管理費 ※１, ※２
 6,597

※１, ※２
 6,107

営業利益 689 859

営業外収益

受取利息及び配当金 5 6

受取賃貸料 29 30

為替差益 258 －

仕入割引 13 9

その他 46 77

営業外収益合計 353 123

営業外費用

支払利息 69 62

売上割引 206 174

その他 23 93

営業外費用合計 299 329

経常利益 743 652

特別利益

固定資産売却益 ※３
 1

※３
 0

デリバティブ評価益 16 －

特別利益合計 18 0

特別損失

固定資産除売却損 ※４
 11

※４
 17

店舗閉鎖損失 ※５
 142

※５
 －

減損損失 － ※６
 228

デリバティブ評価損 471 2,266

その他 0 3

特別損失合計 625 2,515

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

136 △1,862

法人税、住民税及び事業税 70 125

法人税等調整額 142 △120

法人税等合計 213 4

少数株主利益 0 1

当期純損失（△） △76 △1,868
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③　【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,529 3,529

当期末残高 3,529 3,529

資本剰余金

前期末残高 2,177 2,176

当期変動額

自己株式の処分 △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 2,176 2,176

利益剰余金

前期末残高 3,723 3,313

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純損失（△） △76 △1,868

当期変動額合計 △410 △2,133

当期末残高 3,313 1,179

自己株式

前期末残高 △64 △71

当期変動額

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 33 －

当期変動額合計 △6 △50

当期末残高 △71 △121

株主資本合計

前期末残高 9,366 8,947

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純損失（△） △76 △1,868

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 32 －

当期変動額合計 △418 △2,184

当期末残高 8,947 6,763
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 53 22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△30 △23

当期変動額合計 △30 △23

当期末残高 22 △0

繰延ヘッジ損益

前期末残高 321 93

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△227 △93

当期変動額合計 △227 △93

当期末残高 93 －

為替換算調整勘定

前期末残高 371 151

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△219 △202

当期変動額合計 △219 △202

当期末残高 151 △50

評価・換算差額等合計

前期末残高 746 268

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△477 △319

当期変動額合計 △477 △319

当期末残高 268 △51

少数株主持分

前期末残高 226 5

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △220 △3

当期変動額合計 △220 △3

当期末残高 5 1
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 10,338 9,221

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純損失（△） △76 △1,868

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 32 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △698 △323

当期変動額合計 △1,116 △2,507

当期末残高 9,221 6,714
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④　【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

136 △1,862

減価償却費 562 573

減損損失 － 228

貸倒引当金の増減額（△は減少） 66 △16

賞与引当金の増減額（△は減少） △148 △53

製品保証引当金の増減額（△は減少） 43 △19

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36 49

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △36 2

受取利息及び受取配当金 △5 △6

支払利息 69 62

固定資産除売却損益（△は益） 11 17

社債発行費 6 －

デリバティブ評価損益（△は益） 455 2,266

売上債権の増減額（△は増加） 1,162 △416

たな卸資産の増減額（△は増加） 920 387

仕入債務の増減額（△は減少） △1,659 486

未払消費税等の増減額（△は減少） 24 －

未払金の増減額（△は減少） △226 △80

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12 －

その他 △156 187

小計 1,251 1,805

利息及び配当金の受取額 5 6

利息の支払額 △64 △65

法人税等の支払額 △156 107

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,036 1,853

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △459 △677

無形固定資産の取得による支出 △73 △132

子会社株式の取得による支出 △212 －

その他 2 △187

投資活動によるキャッシュ・フロー △742 △997
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 436 498

長期借入れによる収入 1,300 －

長期借入金の返済による支出 △1,028 △786

社債の発行による収入 293 －

社債の償還による支出 △300 －

自己株式の処分による収入 32 －

自己株式の取得による支出 △40 △50

配当金の支払額 △310 △279

財務活動によるキャッシュ・フロー 381 △618

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6 △57

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 668 180

現金及び現金同等物の期首残高 721 1,389

現金及び現金同等物の期末残高 1,389 1,570
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社は下記の3社になり全て連結し
ております。
(1)ENDO Lighting (THAILAND) 
　 Public Co., Ltd.
(2)昆山恩都照明有限公司
(3)イーシームズ株式会社

同左

 

 

 

２　持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。

 
同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

ENDO Lighting (THAILAND) Public
Co., Ltd.及びイーシームズ株式会社
の決算日は連結決算日と一致しており
ます。
昆山恩都照明有限公司の決算日は12月
31日であります。
連結財務諸表の作成にあたっては、同
日現在の財務諸表を使用し、連結決算
日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っておりま
す。

同左

４　会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

(1) 重要な資産の評価基準及び

評価方法

　 (イ)有価証券
その他有価証券
　時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定)を採用しております。

(イ)有価証券
その他有価証券
　時価のあるもの

同左
 
 

 

　 　時価のないもの
移動平均法による原価法を採
用しております。

　時価のないもの
同左

 

　 (ロ)デリバティブ取引により生じる
債権債務
時価法

 

(ロ)デリバティブ取引により生じる
債権債務

同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 (ハ)たな卸資産 (ハ)たな卸資産

原材料・製品・商品
主として移動平均法による原価
法を採用しております。

原材料・製品・商品・仕掛品
主として移動平均法による原価
法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）を採用しておりま
す。

未成工事支出金
個別法による原価法を採用して
おります。

未成工事支出金
　　　　同左

貯蔵品
個別法による原価法を採用して
おります。
 

貯蔵品
個別法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定）
を採用しております。

　 　 （会計方針の変更）
当連結会計年度より、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計
基準委員会　平成18年７月５日　企業
会計基準第９号）を適用しておりま
す。
この結果、従来の方法によった場合
に比べて、当連結会計年度の売上総利
益、営業利益及び経常利益がそれぞれ
２百万円減少し、税金等調整前当期純
損失が２百万円増加しております。
なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。
 

EDINET提出書類

株式会社遠藤照明(E01986)

有価証券報告書

 44/106



項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の
　　　方法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の　
　　方法

　 (イ)有形固定資産
当社及び国内連結子会社は定率法
（ただし、平成10年4月1日以降に
取得した建物（建物附属設備は除
く）及び国内連結子会社のレンタ
ル資産については定額法）を採用
し、在外連結子会社は定額法を採
用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。
建物及び構築物　　 ５～50年
機械装置及び運搬具 ５～15年

 
（会計方針の変更）
当社及び国内連結子会社は、法人税
法の改正に伴い、当連結会計年度か
ら、平成19年４月１日以降に取得し
た有形固定資産について、改正後の
法人税法に基づく減価償却の方法に
変更しております。
これにより、営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益はそれぞれ
７百万円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載してお
ります。
（追加情報）
当社及び国内連結子会社は、法人税
法の改正に伴い、当連結会計年度か
ら、平成19年３月31日以前に取得し
た資産については、改正前の法人税
法に基づく減価償却の方法の適用に
より取得価額の５％に達した連結会
計年度の翌連結会計年度より、取得
価額の５％相当額と備忘価額との差
額を５年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上しておりま
す。
　これにより、営業利益、経常利益及
び税金等調整前当期純利益はそれぞ
れ６百万円減少しております。
なお、セグメント情報に与える影響
については、当該箇所に記載してお
ります。

 

(イ)有形固定資産
①リース資産以外の有形固定資産
当社及び国内連結子会社は定
率法（ただし、平成10年4月1日以
降に取得した建物（建物附属設
備は除く）及び国内連結子会社
のレンタル資産については定額
法）を採用し、在外連結子会社は
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。
建物及び構築物　　 ５～50年
機械装置及び運搬具 ５～15年
②リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法を採
用しております。
なお、リース取引会計基準の改
正適用初年度開始前の所有権移
転外ファイナンス・リースにつ
いては、通常の賃貸借取引にかか
る方法に準じた会計処理によっ
ております。
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 (ロ)無形固定資産
当社及び国内連結子会社は定額法
を採用し、在外連結子会社は所在
地国の会計基準に基づく定額法を
採用しております。
なお、当社及び国内連結子会社の
自社利用のソフトウエアについて
は、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。
 

(ロ)無形固定資産
①リース資産以外の無形固定資産
当社及び国内連結子会社は定
額法を採用し、在外連結子会社は
所在地国の会計基準に基づく定
額法を採用しております。
なお、当社及び国内連結子会社
の自社利用のソフトウエアにつ
いては、社内における利用可能期
間（５年）に基づいております。
②リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残
存価額をゼロとする定額法を採
用しております。
なお、リース取引会計基準の改
正適用初年度開始前の所有権移
転外ファイナンス・リースにつ
いては、通常の賃貸借契約にかか
る方法に準じた会計処理によっ
ております。

 

　 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準

　 (イ)貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

 

(イ)貸倒引当金
同左

　 (ロ)賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支
出に充てるため、当連結会計年度
に対応する賞与支給見込額を計上
しております。

 

(ロ)賞与引当金
同左

 
 
 
 

　 (ハ)役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、支
給見込額を計上しております。
なお、当連結会計年度は支給しな
いため計上しておりません。
 

(ハ)役員賞与引当金
同左

　 (ニ)製品保証引当金
製品販売後に発生する当社負担の
保守交換に係る費用に備えるた
め、過去の実績等に基づく将来発
生見込額を計上しております。

 

(ニ)製品保証引当金
同左

　 (ホ)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計年度末において
発生していると認められる額を計
上しております。
なお、会計基準変更時差異につい
ては、15年による按分額を収益計
上しております。
また、数理計算上の差異は、その発
生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数(５年)による按
分額(定額法)をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理しておりま
す。

 

(ホ)退職給付引当金
同左
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 (ヘ)役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備える
ため、規程に基づく当連結会計年
度末の要支給額を計上しておりま
す。

 

(ヘ)役員退職慰労引当金
同左

 

　 　
　

(ト)修繕引当金
イーシームズ（株）の賃貸用資産
の保守交換に係る費用に備えるた
め、約定に基づく将来発生見込み額
を計上しております。

 

　 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準

　 外貨建金銭債権債務は、決算日の
直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社等の資産及び負
債並びに収益及び費用は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部におけ
る為替換算調整勘定及び少数株主
持分に含めて計上しております。
 

外貨建金銭債権債務は、決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。
なお、在外子会社等の資産及び
負債は、連結決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、収益及び
費用については期中平均相場によ
り円貨に換算し、換算差額は純資
産の部における為替換算調整勘定
及び少数株主持分に含めておりま
す。

（会計方針の変更）
在外子会社の収益及び費用は、
従来、当該子会社の決算日の直物
為替相場により換算しておりまし
たが、当連結会計年度より期中平
均相場による換算に変更しており
ます。この変更は、連結会計年度を
通じて発生する収益及び費用の各
項目について、より実態に即した
換算を行うためのものです。
この結果、従来の方法によった
場合に比べて、売上高が25百万円
増加、営業利益が92百万円減少、経
常利益が４百万円減少、税金等調
整前当期純損失が93百万円増加、
当期純損失が74百万円増加してお
ります。
なお、セグメント情報に与える
影響は、当該箇所に記載しており
ます。

　 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法

　 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。
なお、在外連結子会社についての
リース取引を含む固定資産の会計
処理は、所在地国の会計処理基準
によっております。

 

―
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項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法

　 (イ)ヘッジ会計の方法
当社及び連結子会社は為替予約が
付された外貨建予定取引につい
て、繰延ヘッジ処理の適用要件を
満たすものについては繰延ヘッジ
処理を行っており、金利スワップ
についてはすべて特例処理の要件
を満たすため、特例処理を行って
おります。

(イ)ヘッジ会計の方法
同左

 
 
 
 
 

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……為替予約及び金利

スワップ
ヘッジ対象……外貨建予定取引及

び借入金

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ
ヘッジ対象……借入金

 
 

　 (ハ)ヘッジ方針
当社及び連結子会社は、為替変動
リスク及び借入金の金利変動リス
クを回避する目的で、為替予約取
引及び金利スワップ取引を行って
おります。

(ハ)ヘッジ方針
同左

 
 
 

　 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変
動の累計を比較し、両者の変動額
等を基礎にして判断しておりま
す。特例処理によっている金利ス
ワップについては、有効性の評価
を省略しております。

 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法
同左

 

　 (7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

(7) その他連結財務諸表作成のための
重要な事項

　 　　消費税等の会計処理
　　　税抜方式によっております。

　　消費税等の会計処理
同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

該当事項はありません。

 

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなってお

ります。

同左
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【会計処理の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

───── （リース取引に関する会計基準）
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準
委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30
日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する
会計基準の適用指針（企業会計基準委員会　平成６年
１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準
適用指針第16号）を適用し、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理に変更しております。
なお、平成20年３月31日以前に取引を開始した所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。
これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業
利益、経常利益及び税金等調整前純損失に与える影響
はありません。

 

――――― （財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す
る当面の取り扱い）
当連結会計年度より「連結財務諸表作成における
在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企
業会計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告
第18号）を適用しております。
これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純損失に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

――――― （連結貸借対照表）

（１）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月

７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連

結会計年度において、「たな卸資産」として掲記され

たものは、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕

掛品」「未成工事支出金」「原材料及び貯蔵品」に区

分掲記しております。なお前連結会計年度の「たな卸

資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「未成

工事支出金」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,372

百万円、149百万円、32百万円、1,447百万円であります。

　

　

（２）前連結会計年度において投資その他の資産の

「その他」、固定負債の「その他」に含めて表示して

おりましたデリバティブ債権債務につきましては、重

要性が増したため当連結会計年度より区分掲記してお

ります。　なお、前連結会計年度の投資その他の資産の

「その他」に含まれる「デリバティブ資産」、固定負

債の「その他」に含まれる「デリバティブ負債」の額

は、それぞれ208百万円、405百万円であります。

（連結損益計算書）

　 （１）前連結会計年度において「包括的長期為替予約

評価損」として計上しておりましたデリバティブ取引

の時価評価差額についてはＸＢＲＬ導入に伴いタクソ

ノミにあわせ、「デリバティブ評価損」として表示し

ております。

（２）前事業年度において「家具倉庫撤収費用」とし

て表示しておりました家具倉庫撤収にかかった費用に

ついては、ＸＢＲＬの導入に伴いタクソノミにあわせ、

「店舗閉鎖損失」として表示しております。

 

　 （連結キャッシュ・フロー計算書）

財務活動によるキャッシュ・フローの「少数株主への

配当金の支払額」は、当連結会計年度において、金額的

重要性が乏しくなったため「配当金の支払額」に含め

ております。

　なお、当連結会計年度の「配当金の支払額」に含まれ

ている「少数株主への配当金支払額」は０百万円であ

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

※１　担保に供している資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物 411百万円

土地 1,704

合計 2,115

 

※１　担保に供している資産並びに担保付債務

担保提供資産

建物 357百万円

土地 1,651

定期預金 90

合計 2,098

（注）定期預金は、海外取引先に対する違約金支払い等
が発生した場合の銀行による保証の見返りとして
差し入れたものです。

対応債務

短期借入金 1,253百万円

１年内返済予定の長期借入金 513

長期借入金 684

合計 2,451

 

対応債務

短期借入金 900百万円

１年内返済予定の長期借入金 279

長期借入金 405

合計 1,584

 

※２　偶発債務
※２　偶発債務

 

手形債権流動化に伴う買戻し
義務額

155百万円

計 155

　

手形債権流動化に伴う買戻し
義務額

100百万円

計 100
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

広告宣伝費 270百万円

発送配達費 678 　

給与手当 2,325 　

賞与引当金繰入額 229 　

製品保証引当金繰入額 43 　

退職給付費用 133 　

役員退職慰労引当金繰入額 14 　

賃借料 371 　

貸倒引当金繰入額 70 　

減価償却費 318 　

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

広告宣伝費 316百万円

発送配達費 610 　

給与手当 2,244 　

賞与引当金繰入額 189 　

退職給付費用 162 　

役員退職慰労引当金繰入額 12 　

賃借料 371 　

貸倒引当金繰入額 6 　

減価償却費 260 　

 

※２　販売費及び一般管理費と当期製造費用に含まれる
研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 89百万円

　合計 89 　

 

※２　販売費及び一般管理費と当期製造費用に含まれる
研究開発費は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 78百万円

　合計 78 　

 

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　 　　

　機械装置及び運搬具 1百万円

　合計 1　

 

 

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　 　 　

　機械装置及び運搬具 0百万円

　合計 0　

 

※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま
す。

　建物及び構築物 6百万円

　機械装置及び運搬具 1　

　その他 4　

　合計 11　

 

※４　固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま
す。

　建物及び構築物 12百万円

　機械装置及び運搬具 0　

　その他 4　

　合計 17　

 

※５　店舗閉鎖損失は有明倉庫の原状回復費用でありま
す。

※５　　　　　　　　─────
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前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　 ※６　当連結会計年度において、当社グループは下記の
資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。

場所 用途 種類
減損金額
（百万円）

中国江蘇省
昆山市

遊休資産
機械装置及
び運搬具

142

群馬県
富士見村

遊休資産 土地 53

大阪本社及
び各営業所

事業用資産 電話加入権 18

　その他 事業用資産
工具器具備
品等

13

 
　当社グループは、原則として事業用資産については
社内管理会計上の事業区分をもとに、また、非事業用
資産（賃貸資産、遊休資産）については個別物件単位
ごとにグルーピングを行っております。
　当連結会計年度において、事業の用に供していない
遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループ
の帳簿価額を回収可能価額まで減額すること等によ
り、減損損失228百万円を特別損失に計上しました。
　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、土地については不動産鑑定評価額を
勘案した売却見積額をもとに、中国子会社（中国江蘇
省昆山市）の遊休機械装置等についてはゼロとして
評価しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
（千株）

増加
（千株）

減少
（千株）

当連結会計年度末
（千株）

　普通株式 13,462 － － 13,462

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末
（千株）

増加
（千株）

減少
（千株）

当連結会計年度末
（千株）

　普通株式 184 103 96 192

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成19年11月19日取締役会決議に基づく取得による増加　　103千株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　当社役員及び従業員のストックオプション権利行使による減少　　96千株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 165 12.50平成19年３月31日平成19年６月29日

平成19年10月12日
取締役会

普通株式 167 12.50平成19年９月30日平成19年12月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当の原資

 

配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 165 12.50平成20年３月31日平成20年６月30日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(千株)

増加

(千株)

減少

(千株)

当連結会計年度末

(千株)

　普通株式 13,462 － － 13,462

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(千株)
増加
(千株)

減少
(千株)

当連結会計年度末
(千株)

　普通株式 192 197 － 389

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成20年３月28日取締役会決議に基づく取得による増加　　 67千株

　平成20年９月12日取締役会決議に基づく取得による増加　　130千株

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 165 12.50平成20年３月31日平成20年６月30日

平成20年10月14日
取締役会

普通株式 99 7.50平成20年９月30日平成20年12月５日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 98 7.50平成21年３月31日平成21年６月29日

　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係

（平成20年３月31日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 1,397

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △7

小計 1,389

現金及び現金同等物 1,389

 

（百万円）

現金及び預金勘定 1,666

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △96

小計 1,570

現金及び現金同等物 1,570
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 

リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

取得価額相当

額

　

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高相当

額

　

(百万円)

有形固定資産

（その他）
77 32 44

無形固定資産

（ソフトウエ

ア）

127 63 63

有形固定資産

（機械装置及

び運搬具）

10 9 1

合計 214 105 109

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に
準じた会計処理によっており、その内容は次のとお
りであります。
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

取得価額相当

額

　

(百万円)

減価償却

累計額

相当額

(百万円)

期末残高相当

額

　

(百万円)

有形固定資産

（その他）
67 29 37

無形固定資産

（ソフトウエ

ア）

109 66 43

有形固定資産

（機械装置及

び運搬具）

2 2 －

合計 179 98 81

　（注）　　　　　　　同左

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 33百万円

1年超 75百万円

合計 109百万円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高に

占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

 

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 31百万円

1年超 49百万円

合計 81百万円

　（注）　　　　　　　同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 46百万円

減価償却費相当額 46百万円

 

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 45百万円

減価償却費相当額 45百万円

 

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価

（百万円）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1)株式 34 80 45

小計 34 80 45

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1)株式 35 28 △7

小計 35 28 △7

合計 　 70 109 38

（注）当社は、時価が取得原価に比べて50%以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30%以上50%未満の下落率にある銘
柄のうち過去２年間継続して30%以上の下落状態にあるものについて減損処理を行っております。

ただし、当連結会計年度においては、該当事項はありません。

　

　
２　時価評価されていない有価証券の内容

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）

　非上場株式 3

　

　

当連結会計年度(平成21年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　 種類
取得原価

（百万円）

連結貸借対照表
計上額

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

(1)株式 40 57 17

小計 40 57 17

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

(1)株式 48 26 △22

小計 48 26 △22

合計 　 89 84 △5

（注）当社は、時価が取得原価に比べて50%以上の下落率にある銘柄のすべて、並びに30%以上50%未満の下落率にある銘
柄のうち過去２年間継続して30%以上の下落状態にあるものについて減損処理を行っております。

表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。当連結会計年度においては、減損処理を行い、投資有価
証券評価損３百万円を計上しております。

　

２　時価評価されていない有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 3

　

次へ
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日　
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成20年４月１日　
　　至　平成21年３月31日）

(1)　取引の内容及び利用目的等
当社及び連結子会社が行っているデリバティブ取引
は、通貨関連では為替予約取引（通貨オプション取
引、通貨スワップ取引を利用した包括的長期為替予
約取引を含む）商品関連ではアルミニウムスワップ
取引、金利関連では金利スワップ取引であります。
為替予約取引は、予定取引に関する為替変動リスク
を回避する目的で、アルミニウムスワップ取引は価
格変動リスクを回避する目的で、金利スワップ取引
は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用
したものであります。

(1)　取引の内容及び利用目的等
同左

(2)　取引に対する取組方針
為替予約取引については、予定取引に関する為替変
動リスクをヘッジする目的で実施しております。
アルミニウムスワップ取引については、価格変動リ
スクを回避する目的で実施しております。
金利スワップ取引については、金利上昇時における
調達コストの増加をヘッジする目的で実施してお
り、借入債務を伴わない取引は一切行わない方針で
あります。

(2)　取引に対する取組方針
同左

(3)　取引に係るリスクの内容
通貨オプション取引、通貨スワップ取引を含む為替
予約取引は、為替相場の変動によるリスクを、アルミ
ニウムスワップ取引は、市場価格変動によるリスク
を、金利スワップ取引は市場金利の変動によるリス
クを有しております。
なお、取引相手先は信用度の高い金融機関に限定し
ているため信用リスクはほとんどないと認識してお
ります。

(3)　取引に係るリスクの内容
同左

(4)　取引に係るリスク管理体制
社内規定に従い、契約金額によって決裁者が定めら
れており、多額の契約は取締役会の承認を得て決定
することになっております。

(4)　取引に係るリスク管理体制
同左
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２　取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連

種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

（１）オプション取引 　 　 　 　 　 　 　 　

　　買建 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　米ドルコール（円
プット）

1,5481,360 128 66 1,3601,172 118 △9

　　　ユーロコール（円
プット）

776 693 76 76 693 609 62 △14

　　売建 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　米ドルプット（円
コール）

2,7782,459△311 △286 2,4592,140△275 35

　　　ユーロプット（円
コール）

1,6641,486△187 △187 1,4861,307△361 △173

（２）スワップ取引 　 　 　 　 　 　 　 　

　　受取米ドル支払円 387 329 △11 △40 1,1951,043△474 △463

　　受取ユーロ支払円 3,335 － △100 △100 7,8526,969△636 △536

　　受取バーツ支払円 － － － － 10,9309,730△875 △939

合計 － － △405 △471 － － △2,443△2,101

　

（２）商品関連

種類

前連結会計年度（平成20年３月31日） 当連結会計年度（平成21年３月31日）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

　　スワップ取引 441 393 16 16 393 345 △139 △165

合計 441 393 16 16 393 345 △139 △165

（注）１　時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。

 ２　ヘッジ会計を適用したものは、注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

（自　平成19年４月１日　
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日　
　　至　平成21年３月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、勤続年数３年以上の従業員に対する退職金
制度を昭和55年11月１日より100％適格退職年金制度
に移行しました。

　また、当社は上記に加え、総合設立型の厚生年金基金
に加入しております。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数
事業主制度に関する事項

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成19年
３月31日現在）

年金資産の額　　　　      207,901百万円

年金財政計算上の給付

債務の額　　　　　　      209,884百万円

差引額　　　　　　　      △1,983百万円

（２）制度全体に占める当社グループの給与総額割
合（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31
日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  0.89％

（３）補足説明

上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計
算上の別途積立金残高20,880百万円及び過去
勤務債務残高△24,183百万円であります。
本制度における過去勤務債務の償却方法は期
間20年の元利均等償却であります。なお、上記
（２）の割合は当社グループの実際の負担割
合とは一致いたしません

（注）上記（１）の基準日について平成20年３月31
日現在の情報が入手困難につき、実質は平成19
年３月31日現在の情報として記載しておりま
す。

 

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、勤続年数３年以上の従業員に対する退職金
制度を昭和55年11月１日より100％適格退職年金制度
に移行しました。

　また、当社は上記に加え、総合設立型の厚生年金基金
に加入しております。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数
事業主制度に関する事項

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年
３月31日現在）

年金資産の額　　　　      194,286百万円

年金財政計算上の給付

債務の額　　　　　　      226,155百万円

差引額　　　　　　　     △31,868百万円

（２）制度全体に占める当社グループの給与総額割
合（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31
日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  0.88％

（３）補足説明

上記（１）の差引額の主な要因は、年金財政計
算上の別途積立金残高221億61百万円、平成19
年度不足金△30,765百万円及び過去勤務債務
残高△23,265百万円であります。
本制度における過去勤務債務の償却方法は期
間20年の元利均等償却であります。なお、上記
（２）の割合は当社グループの実際の負担割
合とは一致しません。

（注）上記（１）の基準日について平成21年３月31
日現在の情報が入手困難につき、実質は平成20
年３月31日現在の情報として記載しておりま
す。

 

２　退職給付債務に関する事項

（１）　退職給付債務 △1,153百万円

（２）　年金資産 799　

（３）　未積立退職給付債務 △354　

（４）　会計基準変更時差異の
未処理額

△1
　

（５）　未認識数理計算上の差
異

102
　

（６）　連結貸借対照表計上額
純額

△253
　

（７）　退職給付引当金 △253　

　（注）上記年金資産には、総合設立型厚生年金基金の
年金資産額は含まれておりません。

 

２　退職給付債務に関する事項

（１）　退職給付債務 △1,204百万円

（２）　年金資産 636　

（３）　未積立退職給付債務 △567　

（４）　会計基準変更時差異の
未処理額

△1
　

（５）　未認識数理計算上の差
異

265
　

（６）　連結貸借対照表計上額
純額

△303
　

（７）　退職給付引当金 △303　

　（注）上記年金資産には、総合設立型厚生年金基金の
年金資産額は含まれておりません。

３　退職給付費用に関する事項

（１）　勤務費用 77百万円

（２）　利息費用 16　

（３）　期待運用収益 △13　

（４）　会計基準変更時差異の
収益計上額

△0
　

（５）　数理計算上の差異の費
用処理額

15
　

（６）　厚生年金基金拠出金 38　

（７）　退職給付費用 134　

 

 

３　退職給付費用に関する事項

（１）　勤務費用 84百万円

（２）　利息費用 17　

（３）　期待運用収益 － 　

（４）　会計基準変更時差異の
収益計上額

△0
　

（５）　数理計算上の差異の費
用処理額

9
　

（６）　臨時に支払った割増退
職金等

13
　

（７）　厚生年金基金拠出金 39　

（８）　退職給付費用 163　
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前連結会計年度

（自　平成19年４月１日　
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日　
　　至　平成21年３月31日）

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）　割引率 1.5%

（２）　期待運用収益率 1.5%

（３）　退職給付見込額の期間
配分方法

期間定額基準

（４）　会計基準変更時差異の
処理年数

15年

（５）　数理計算上の差異の処
理年数

５年

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）　割引率 1.5%

（２）　期待運用収益率 0%

（３）　退職給付見込額の期間
配分方法

期間定額基準

 

（４）　会計基準変更時差異の
処理年数

15年

（５）　数理計算上の差異の処
理年数

5年

 

 

 

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』
の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成
19年５月15日）を適用しております。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日至　平成20年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1)ストック・オプションの内容

　　会社名 　　提出会社

　　決議年月日 　　平成14年６月27日

　　付与対象者の区分及び人数(名) 　　当社従業員126

　　株式の種類及び付与数(株) 　　普通株式　291,000

　　付与日 　　平成14年7月25日

　　権利確定条件 　　権利確定条件は付しておりません

　　対象勤務期間 　　対象勤務期間の定めはありません

　　権利行使期間
　　平成16年７月１日
　　～平成19年６月25日

　

(2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

　①　ストック・オプションの数

　　会社名 提出会社

　　決議年月日 平成14年６月27日

　　権利確定前 　
　　　期首（株） ―

　　　付与（株） ―

　　　失効（株） ―

　　　権利確定（株） ―

　　　未確定残（株） ―

　　権利確定後 　
　　　期首（株） 133,000

　　　権利確定（株） ―

　　　権利行使（株） 96,000

　　　失効（株） 37,000

　　　未行使残（株） ―

　

　②　単価情報

　　会社名 提出会社

　　決議年月日 平成14年６月27日

　　権利行使価格(円) 338

　　行使時平均株価（円） 706

　　付与日における公正な評価単価（円） ―

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　

前連結会計年度

(平成20年３月31日)

当連結会計年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

繰延税金資産 　

　　たな卸資産評価損 137

　　賞与引当金 90

　　貸倒引当金 100

　　製品保証引当金 112

　　退職給付引当金 103

　　役員退職慰労引当金 136

　　減損損失 267

　　子会社繰越欠損金 182

　　その他 85

　　繰延税金資産小計 1,216

　　評価性引当額 △232

　繰延税金資産合計 984

繰延税金負債 　

　　繰延ヘッジ損益 △57

　　その他有価証券評価差額金 △15

　　デリバティブ評価益 △5

　　その他 △8

　繰延税金負債合計 △86

繰延税金資産の純額 897

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

繰延税金資産 　

　　たな卸資産評価損 142

　　賞与引当金 72

　　貸倒引当金 99

　　製品保証引当金 104

　　退職給付引当金 123

　　役員退職慰労引当金 137

　　減損損失 323

　　デリバティブ評価損
（海外子会社）

304

　　繰越欠損金 214

　　繰越欠損金（連結子会社） 108

　　その他 111

　　繰延税金資産小計 1,743

　　評価性引当額 △673

　繰延税金資産合計 1,069

　繰延税金資産の純額 1,069

 

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれています。

（百万円）

流動資産－繰延税金資産 323

固定資産－繰延税金資産 636

固定負債－繰延税金負債 △62

 

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれています。

（百万円）

流動資産－繰延税金資産 328

固定資産－繰延税金資産 740

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
（％）

法定実効税率 40.6

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入され
ない項目

23.6

　住民税均等割等 27.2

　税額控除 △5.2

　評価性引当額 41.5

　税効果を計上していない子会社
欠損金

45.3

　在外子会社税率差異 △18.1

　その他 1.3

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

156.2

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等
の負担率との差異の原因となった主要な項目別の
内訳（％）
税金等調整前当期純損失のため、記載を省略して

おります。

　 　

　

　

前へ
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
照明器具関連事業

(百万円)

家具関連事業

(百万円)
計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する
売上高

16,422 1,011 17,434 － 17,434

　(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

－ － － － －

計 16,422 1,011 17,434 － 17,434

　営業費用 14,507 1,562 16,069 674 16,744

　営業利益又は営業損失
（△）

1,915 △550 1,364 （674） 689

Ⅱ　資産、減価償却費及
び資本的支出

　 　 　 　 　

　資産 10,151 1,088 11,239 5,684 16,924

　減価償却費 381 34 415 111 526

　資本的支出 544 36 580 26 606

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　製品の種類、性質、製造方法等の類似性を考慮して、照明器具(白熱灯器具・蛍光灯器具・レンタル等)及び家具

(システム収納家具・インテリア家具用品等)に区分しております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目は親会社の管理部門に係る配賦不能営業費用であります。

３　資産のうち、消去又は全社の項目は全社資産の金額であり、その主なものは、余資運用資金(現預金及び有価証

券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

４　減価償却費には、長期前払費用の減価償却費が含まれております。

５　資本的支出には、長期前払費用が含まれております。なお、消去又は全社の項目には親会社の管理部門に係る支

出であります。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

　　この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「照明器具関連事業」について営業利益及

び資産は４百万円少なく計上され、「家具関連事業」について営業利益及び資産は１百万円少なく計上され

ております。

７　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連

結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

　　この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「照明器具関連事業」について営業利益及

び資産は５百万円少なく計上され、「家具関連事業」について営業利益及び資産は０百万円少なく計上され

ております。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
照明器具関連事業

(百万円)

家具関連事業

(百万円)
計

(百万円)

消去又は

全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売
上高

15,502 1,151 16,653 － 16,653

　(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 15,502 1,151 16,653 － 16,653

　営業費用 13,539 1,455 14,995 799 15,794

　営業利益又は営業損失
（△）

1,962 △304 1,658 （799） 859

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支
出

　 　 　 　 　

　資産 9,758 1,334 11,093 5,602 16,695

　減価償却費 419 43 463 110 573

　減損損失 141 14 156 71 228

　資本的支出 479 287 767 167 934

(注) １　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　製品の種類、性質、製造方法等の類似性を考慮して、照明器具(白熱灯器具・蛍光灯器具・レンタル等)及び家具

(システム収納家具・インテリア家具用品等)に区分しております。

２　営業費用のうち、消去又は全社の項目は親会社の管理部門に係る配賦不能営業費用であります。

３　資産のうち、消去又は全社の項目は全社資産の金額であり、その主なものは、余資運用資金(現預金及び有価証

券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

４　減価償却費には、長期前払費用の減価償却費が含まれております。

５　資本的支出には、長期前払費用が含まれております。なお、消去又は全社の項目は親会社の管理部門に係る支出

であります。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり当連結会

計年度より在外子会社の収益及び費用については期中平均相場に換算に変更しております。

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ「照明器具関連事業」の売上高が25百万

円、営業利益が82百万円減少しており、「家具関連事業」の営業損失が10百万円増加しております。

７　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり当連結会

計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第

９号）を適用しております。

この変更に伴い、「照明器具関連事業」の営業費用が２百万円増加し、営業利益が２百万円減少しておりま

す。なお、「家具関連事業」への影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
日本

(百万円)

アジア

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

17,015 419 17,434 － 17,434

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

3 2,761 2,764 （2,764） －

計 17,018 3,180 20,198 （2,764） 17,434

　営業費用 15,455 3,418 18,873 （2,129） 16,744

　営業利益又は営業損失
（△）

1,562 △238 1,324 （635） 689

Ⅱ　資産 11,600 3,125 14,725 2,199 16,924

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・タイ、中国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用６億74百万円を含めております。その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産の欄の消去又は全社の項目に、全社資産の金額56億84百万円を含めております。その主なものは、余資運用

資金(現預金及び有価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連

結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しております。

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「日本」について営業利益及び資産は７

百万円少なく計上されております。なお、「アジア」への影響はありません。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり、当連

結会計年度より、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ、「日本」については営業利益及び資産は

６百万円少なく計上されております。なお、「アジア」への影響はありません。

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
日本

(百万円)

アジア

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

16,285 367 16,653 － 16,653

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

3 2,884 2,887 （2,887） －

計 16,289 3,251 19,541 （2,887） 16,653

　営業費用 14,779 3,209 17,989 （2,194） 15,794

　営業利益 1,509 42 1,551 （692） 859

Ⅱ　資産 11,774 2,655 14,430 2,264 16,695

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・タイ、中国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用７億99百万円を含めております。その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産の欄の消去又は全社の項目に、全社資産の金額56億02百万円を含めております。その主なものは、余資運用
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資金(現預金及び有価証券)、繰延税金資産及び管理部門に係る資産等であります。

５　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり当連結会

計年度より、在外子会社の収益及び費用については期中平均相場に換算に変更しております。

この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場合に比べ「アジア」の売上高が25百万円増加、営業

利益が２百万円増加しており、「消去又は全社」の営業費用及び営業損失が95百万円増加しております。

なお、「日本」への影響はありません。

６　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４　会計処理基準に関する事項」に記載のとおり当連結会

計年度より、当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７

月５日　企業会計基準第９号）を適用しております。

この変更に伴い、「日本」の営業費用が２百万円増加し、営業利益が２百万円減少しております。なお、「アジ

ア」への影響はありません。
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【海外売上高】

ａ　前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

ｂ　当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 694円54銭

１株当たり当期純損失 5円77銭

　 　

　

１株当たり純資産額 513円50銭

１株当たり当期純損失 141円98銭

　 　

　

　 　

　当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期は潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり当期

純損失であるため記載しておりません。

　

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成20年３月31日)

当連結会計年度末

（平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 9,221 6,714

普通株式に係る純資産額（百万円） 9,216 6,712

差額の主な内訳 　 　

　少数株主持分（百万円） 5 1

普通株式の発行済株式数（千株） 13,462 13,462

普通株式の自己株式数（千株） 192 389

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数（千株）

13,269 13,072

　

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純損失（△）（百万円） △76 △1,868

普通株式に係る当期純損失（△）（百万円） △76 △1,868

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円） － －

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,334 13,163

　　普通株式増加数（千株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概
要

－ －
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

利率

(％)
担保 償還期限

（株）遠藤照明 第５回無担保社債
平成20年３
月31日

300 300 1.22無担保社債
平成25年３
月29日

合計 ― ― 300 300 ― ― ―

(注)　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内

百万円

１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

－ － － 300 －

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 1,722 2,183 1.49 －

１年以内に返済予定の長期借入金 786 393 2.13 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

980 587 2.13
平成22年４月～
平成24年６月

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 3,489 3,163 － －

(注) １　「平均利率」については、借入金の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりで

あります。
　

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 260 260 67 －

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

回次
第１四半期

連結会計期間

第２四半期

連結会計期間

第３四半期

連結会計期間

第４四半期

連結会計期間

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成20年７月１日

至　平成20年９月30日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年１月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 3,501 4,729 4,096 4,325

税金等調整前四半期
純利益又は税金等調
整前四半期純損失
（△）

（百万円） 85 △387 △2,328 767

四半期純損失（△） （百万円） △2 △287 △1,484 △93

１株当たり四半期純
損失（△）

（円） △0.20 △21.79 △113.04 △7.17
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２　【財務諸表等】
(1)　【財務諸表】
①　【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 905 ※１
 1,078

受取手形 ※４
 367 442

売掛金 2,129 2,277

完成工事未収入金 72 56

商品 655 －

製品 1,594 －

商品及び製品 － 1,854

原材料 488 －

貯蔵品 113 －

原材料及び貯蔵品 － 565

未成工事支出金 32 49

前渡金 2 79

前払費用 45 72

繰延税金資産 312 307

短期貸付金 ※２
 205 －

未収入金 ※２, ※３
 539

※２, ※３
 286

その他 50 93

貸倒引当金 △12 △11

流動資産合計 7,503 7,151

固定資産

有形固定資産

建物 ※１
 3,630

※１
 3,747

減価償却累計額 △1,924 △1,981

建物（純額） 1,705 1,766

構築物 85 85

減価償却累計額 △67 △70

構築物（純額） 18 15

機械及び装置 174 188

減価償却累計額 △157 △164

機械及び装置（純額） 16 24

車両運搬具 44 30

減価償却累計額 △38 △27

車両運搬具（純額） 6 2

工具、器具及び備品 816 858

減価償却累計額 △685 △752

工具、器具及び備品（純額） 131 105

土地 ※１
 2,640

※１
 2,686

有形固定資産合計 4,519 4,601
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 84 89

ソフトウエア仮勘定 41 102

電話加入権 21 2

無形固定資産合計 147 194

投資その他の資産

投資有価証券 113 88

関係会社株式 1,771 1,244

関係会社長期貸付金 ※２
 1,115

※２
 1,289

破産更生債権等 242 233

長期前払費用 17 16

差入保証金 203 225

会員権 58 56

繰延税金資産 607 539

長期性預金 100 100

その他 140 147

貸倒引当金 △284 △277

投資その他の資産合計 4,084 3,663

固定資産合計 8,751 8,460

資産合計 16,254 15,611

負債の部

流動負債

支払手形 476 307

買掛金 ※２
 1,143

※２
 1,745

工事未払金 27 25

短期借入金 ※１
 1,403

※１
 1,790

1年内返済予定の長期借入金 ※１
 786

※１
 393

未払金 409 337

未払法人税等 7 67

未払消費税等 144 －

未払費用 138 116

前受金 11 8

未成工事受入金 9 29

預り金 38 35

賞与引当金 222 172

製品保証引当金 278 258

デリバティブ債務 － 16

その他 0 0

流動負債合計 5,097 5,302
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

固定負債

社債 300 300

長期借入金 ※１
 980

※１
 587

退職給付引当金 253 303

役員退職慰労引当金 336 338

デリバティブ債務 － 1,551

その他 484 85

固定負債合計 2,355 3,166

負債合計 7,453 8,469

純資産の部

株主資本

資本金 3,529 3,529

資本剰余金

資本準備金 2,169 2,169

その他資本剰余金 7 7

資本剰余金合計 2,176 2,176

利益剰余金

利益準備金 21 21

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 3,122 1,537

利益剰余金合計 3,144 1,558

自己株式 △71 △121

株主資本合計 8,778 7,143

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22 △0

評価・換算差額等合計 22 △0

純資産合計 8,801 7,142

負債純資産合計 16,254 15,611
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②　【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高

製品売上高 13,499 12,082

商品売上高 3,279 3,269

完成工事高 397 455

売上高合計 17,177 15,807

売上原価

製品売上原価

製品期首たな卸高 2,304 1,594

商品期首たな卸高 565 655

当期製品仕入高 6,474 6,285

当期商品仕入高 2,279 2,056

当期製品製造原価 ※２
 368

※２
 342

合計 11,991 10,934

他勘定振替高 ※１
 41

※１
 23

製品期末たな卸高 1,594 1,281

商品期末たな卸高 655 572

完成工事原価 335 370

売上原価合計 10,036 9,426

売上総利益 7,140 6,380

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 266 312

発送運賃 613 545

荷造費 24 21

車両費 21 20

貸倒引当金繰入額 69 9

製品保証引当金繰入額 43 －

役員報酬 67 65

給料及び手当 2,163 2,087

賞与引当金繰入額 213 172

退職給付費用 131 160

役員退職慰労引当金繰入額 14 12

福利厚生費 493 458

旅費及び交通費 210 146

通信費 107 109

交際費 87 65

修繕費 13 17

消耗品費 65 49

研修費 16 18

租税公課 85 81

水道光熱費 48 52
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

諸会費 7 6

賃借料 355 360

保険料 13 9

支払手数料 463 536

会議費 9 5

減価償却費 268 225

研究開発費 49 45

雑費 205 107

販売費及び一般管理費合計 6,132 5,702

営業利益 1,007 678

営業外収益

受取利息 ※６
 22

※６
 24

受取配当金 1 ※６
 12

仕入割引 13 9

受取賃貸料 29 30

為替差益 18 74

その他 18 48

営業外収益合計 104 200

営業外費用

支払利息 54 52

売上割引 206 174

その他 23 15

営業外費用合計 284 242

経常利益 827 635

特別利益

固定資産売却益 ※３
 1

※３
 0

特別利益合計 1 0

特別損失

デリバティブ評価損 471 1,162

店舗閉鎖損失 ※５
 142

※５
 －

固定資産除売却損 ※４
 9

※４
 15

減損損失 － ※７
 86

関係会社株式評価損 － 526

その他 0 3

特別損失合計 623 1,794

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 205 △1,158

法人税、住民税及び事業税 60 73

法人税等調整額 86 89

法人税等合計 146 162

当期純利益又は当期純損失（△） 58 △1,320
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

材料費 　 　 　 　 　

　材料期首たな卸高 　 521 　 475 　

　当期材料仕入高 　 56 　 △23 　

　他勘定振替高 　 △0 　 － 　

　材料期末たな卸高 　 475 　 385 　

　材料費計 　 103 28.1 65 19.2

外注加工費 　 　 　 　 　

　外注加工費 　 5 　 6 　

　外注加工費計 　 5 1.5 6 2.0

労務費 　 　 　 　 　

　給与手当 　 59 　 65 　

　雑給 　 33 　 33 　

　賞与引当金繰入額 　 9 　 7 　

　退職給付費用 　 3 　 3 　

　福利厚生費 　 18 　 18 　

　労務費計 　 123 33.5 128 37.6

経費 　 　 　 　 　

　運賃 　 45 　 34 　

　旅費交通費 　 1 　 1 　

　通信費 　 1 　 1 　

　修繕費 　 0 　 0 　

　水道光熱費 　 1 　 1 　

　消耗品費 　 7 　 8 　

　賃借料 　 29 　 22 　

　減価償却費 　 34 　 63 　

　雑費 　 14 　 8 　

　経費計 　 135 36.9 140 41.2

　　　当期総製造費用 　 368 100.0 342 100.0

　　　当期製品製造原価 　 368 　 342 　

（注）原価計算の方法

製品別総合原価計算によっております。
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【完成工事原価明細書】

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

Ⅰ　材料費 　 254 75.7 275 74.7

Ⅱ　外注加工費 　 81 24.3 94 25.3

Ⅲ　経費　 　 － － － －

合計 　 335 100.0 370 100.0

　 　 　 　 　 　

（注）原価計算の方法

個別原価計算によっております。
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③　【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,529 3,529

当期末残高 3,529 3,529

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 2,169 2,169

当期末残高 2,169 2,169

その他資本剰余金

前期末残高 8 7

当期変動額

自己株式の処分 △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 7 7

資本剰余金合計

前期末残高 2,177 2,176

当期変動額

自己株式の処分 △1 －

当期変動額合計 △1 －

当期末残高 2,176 2,176

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 21 21

当期末残高 21 21

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 3,397 3,122

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純利益又は当期純損失（△） 58 △1,320

当期変動額合計 △274 △1,585

当期末残高 3,122 1,537

利益剰余金合計

前期末残高 3,418 3,144

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純利益又は当期純損失（△） 58 △1,320

当期変動額合計 △274 △1,585

当期末残高 3,144 1,558
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △64 △71

当期変動額

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 33 －

当期変動額合計 △6 △50

当期末残高 △71 △121

株主資本合計

前期末残高 9,061 8,778

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純利益又は当期純損失（△） 58 △1,320

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 32 －

当期変動額合計 △282 △1,635

当期末残高 8,778 7,143

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 53 22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△30 △23

当期変動額合計 △30 △23

当期末残高 22 △0

評価・換算差額等合計

前期末残高 53 22

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△30 △23

当期変動額合計 △30 △23

当期末残高 22 △0

純資産合計

前期末残高 9,114 8,801

当期変動額

剰余金の配当 △333 △264

当期純利益又は当期純損失（△） 58 △1,320

自己株式の取得 △40 △50

自己株式の処分 32 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △30 △23

当期変動額合計 △312 △1,659

当期末残高 8,801 7,142
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【重要な会計方針】

　

項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用して
おります。
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価
法(評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定)を採用しており
ます。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用し
ております。

 

子会社株式及び関連会社株式
同左

 
その他有価証券
時価のあるもの

同左
 
 
 
 
時価のないもの

同左

２　デリバティブ取引により

生じる正味の債権債務の

評価基準及び評価方法
時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 
 
 
 
原材料・製品・商品
移動平均法による原価法を採用して
おります。

 
 
未成工事支出金
個別法による原価法を採用しており
ます。
 
貯蔵品
個別法による原価法を採用しており
ます。
 

通常の販売目的で保有するたな卸資産
　評価基準は原価法（収益性の低下に
よる簿価切り下げの方法）によってお
ります。
原材料・製品・商品
移動平均法による原価法（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用し
ております。
 
未成工事支出金
　　　　　　同左

 
貯蔵品
個別法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用してお
ります。
 
（会計方針の変更）
当事業年度より、「棚卸資産の評
価に関する会計基準」（企業会計基
準委員会　平成18年７月５日　企業会
計基準第９号）を当事業年度より適
用し、評価基準については、原価法
（収益性の低下による簿価切下げの
方法）に変更しております。
この結果、従来の方法によった場
合に比べて、当事業年度の売上総利
益、営業利益、経常利益がそれぞれ２
百万円減少、税引前当期純損失が２
百万円増加しております。
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項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産
定率法によっております。ただし、
平成10年４月１日以降に取得した
建物(建物附属設備は除く)につい
ては、定額法によっております。な
お、耐用年数及び残存価額について
は、法人税法に規定する方法と同一
の基準によっています。

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、平成19年４
月１日以降に取得した有形固定資産
について、改正後の法人税法に基づ
く減価償却の方法に変更しておりま
す。
これにより、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益はそれぞれ７百万
円減少しております。
（追加情報）
法人税法の改正に伴い、平成19年３
月31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価
償却の方法の適用により取得価額の
５％に達した事業年度の翌事業年度
より、取得価額の５％相当額と備忘
価額との差額を５年間にわたり均等
償却し、減価償却費に含めて計上し
ております。
これにより、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益はそれぞれ６百万
円減少しております。

 

(1) 有形固定資産
(イ）リース資産以外の有形固定資
産
定率法によっております。ただ
し、平成10年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備は除
く）については、定額法を採用し
ております。

(ロ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存
価額をゼロとして算出する定額
法を採用しております。
平成19年３月31日以前に契約を
したリース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの意
外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

 
 
 
 
 

　 (2) 無形固定資産
自社利用のソフトウエアについて、
社内における利用可能期間(５年)
に基づく定額法を採用しておりま
す。

 

(2) 無形固定資産
(イ）リース資産以外の無形固定資
産
自社利用のソフトウエアについ
て、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用し
ております。

(ロ）リース資産
所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存
価額をゼロとして算出する定額
法を採用しております。
平成19年３月31日以前に契約を
したリース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの意
外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

　 (3) 長期前払費用　
定額法によっております。なお、耐
用年数については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によってお
ります。

(3) 長期前払費用
同左

５　繰延資産の処理方法 社債発行費
支出時に全額費用処理しております。
 

―――
 
 

６　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物
相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
 

同左
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項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

７　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権
については、個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

 

(1) 貸倒引当金
同左

　 (2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支
出に充てるため、当期に対応する賞
与支給見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金
同左

　 (3) 役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、支給
見込額を計上しております。
なお、当期は支給しないため計上し
ておりません。

 

(3) 役員賞与引当金
同左

　 (4) 製品保証引当金
製品販売後に発生する当社負担の
保守交換に係る費用に備えるため、
過去の実績等に基づく将来発生見
込額を計上しております。

(4) 製品保証引当金
同左

　 (5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき当
事業年度末において発生している
と認められる額を計上しておりま
す
なお、会計基準変更時差異について
は、15年による按分額を収益計上し
ております。
また、数理計算上の差異は、その発
生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数(５年)に
よる按分額(定額法)をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理して
おります。

 

(5) 退職給付引当金
同左

　 (6) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備える
ため、規程に基づく当事業年度末の
要支給額を計上しております。

 

(6) 役員退職慰労引当金
同左

８　収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上は工事完成基準に
よっております。

同左

９　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

 

─────
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項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

10　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
金利スワップはすべて特例処理の
要件を満たすため、特例処理を行っ
ております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段……金利スワップ
ヘッジ対象……借入金

(3) ヘッジ方針
当社は、借入金の金利変動リスクを
回避する目的で、金利スワップ取引
を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
金利スワップは特例処理によって
いるため、有効性の評価を省略して
おります。

 

(1) ヘッジ会計の方法
同左

 
 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左
 
(3) ヘッジ方針

同左
 
 
(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左
 

11　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

   消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

 

   消費税等の会計処理
同左
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【会計処理の変更】

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

――――― （リース取引に関する会計基準）
「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準
委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30
日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する
会計基準の適用指針（企業会計基準委員会　平成６年
１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準
適用指針第16号）を適用し、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方
法に準じた会計処理に変更しております。
また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間
を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算出する定額
法を採用しております。
なお、平成20年３月31日以前に取引を開始した所有
権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。
これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業
利益、経常利益及び税引前当期準損失に与える影響は
ありません。

 

　

【表示方法の変更】

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

――――― （貸借対照表）

（１）「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関す

る規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月

７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事

業年度において「商品」「製品」として区分掲記され

ていたものは当事業年度から「商品及び製品」とし

て、「原材料」「貯蔵品」として区分掲記されていた

ものは当事業年度から「原材料及び貯蔵品」として集

約掲記しております。

なお、当事業年度の「商品及び製品」に含まれる「商

品」「製品」に額はそれぞれ572百万円、1,281百万円

であります。「原材料及び貯蔵品」に含まれる「原材

料」「貯蔵品」の額は、それぞれ402百万円、163百万円

であります。

――――― （２）前事業年度年度において固定負債「その他」に

含めて表示しておりましたデリバティブ債務につきま

しては、重要性が増したため当会計年度より流動負債

及び固定負債に「デリバティブ負債」として表示して

おります。前事業年度の固定負債「その他」に含まれ

る「デリバティブ負債」の額は、405百万円でありま

す。
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前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

――――― （損益計算書）

（１）前事業年度において「包括的長期為替予約評価

損」として表示しておりましたデリバティブ取引の時

価評価差額については、ＸＢＲＬの導入に伴いタクソ

ノミにあわせ、「デリバティブ評価損」として表示し

ております。

――――― （２）前事業年度において「家具倉庫撤収費用」とし

て表示しておりました家具倉庫撤収にかかった費用に

ついては、ＸＢＲＬの導入に伴いタクソノミにあわせ、

「店舗閉鎖損失」として表示しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度

(平成20年３月31日)

当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　担保に供している資産及び対応債務

　　担保提供資産

建物 411百万円

土地 1,704

合計 2,115

 

 

 

※１　担保に供している資産及び対応債務

　　担保提供資産

建物 357百万円

土地 1,651

定期預金 90

合計 2,098

（注）定期預金は、海外取引先に対する違約金支払い等
が発生した場合の銀行による保証の見返りとして
差し入れたものです。

　　対応債務

短期借入金 1,253百万円

１年以内返済予定長期借入金 513

長期借入金 684

合計 2,451

 

　　対応債務

短期借入金 900百万円

１年以内返済予定長期借入金 279

長期借入金 405

合計 1,584

 

※２　区分掲記されていない関係会社に対する資産及び

負債

短期貸付金 205百万円

未収入金 121

買掛金 346

 

※２　区分掲記されていない関係会社に対する資産及び

負債

未収入金 140百万円

買掛金 272

 

※３　偶発債務 ※３　偶発債務

（1）保証債務

手形債権流動化に伴う買戻し義務
額

155百万円

合計 155

 

（1）手形債権流動化に伴う買戻し義務額

手形債権流動化に伴う買戻し義務
額

100百万円

合計 100

（2）債務保証

保証先 内容 　

イーシームズ（株） 営業取引債務 60百万円

同上 借入債務 200

合計 　 260

(3)デリバティブ取引に対する保証債務

被保証者
ENDO Lighting(THAILAND)Public
Co.,Ltd. 　

契約金額 6,650百万円

評価損 565百万円

摘要 為替予約
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(損益計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

※１　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

貯蔵品 10百万円

工具器具及び備品 0　

販売費及び一般管理費 29　

合計 41　

 

※１　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 23百万円

合計 23　

 

※２　販売費及び一般管理費と当期製造費用に含まれる

研究開発費は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 49百万円

 

※２　販売費及び一般管理費と当期製造費用に含まれる

研究開発費は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 45百万円

 

※３　固定資産除売却益の内訳

機械装置及び運搬具 1百万円
合計 1　

 

※３　固定資産除売却益の内訳

機械装置及び運搬具 0百万円

合計 0　

※４　固定資産除売却損の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　除却損

建物 6百万円

工具、器具及び備品 1　

機械装置及び運搬具 0　

長期前払費用 1　

その他 0　

合計 9　

 

※４　固定資産除売却損の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　除却損

建物 12百万円

工具、器具及び備品 2　

車両及び運搬具 0　

長期前払費用 0　

その他 0　

合計 15　

 

※５　店舗閉鎖損失は、有明倉庫の原状回復費用等であ

ります。

 

※５　　　　　　　　　───

※６　関係会社との取引に係るものが次のとおりに含ま

れております。

受取利息 21百万円

 

※６　関係会社との取引に係るものが次のとおりに含ま

れております。

受取利息 23百万円

受取配当金 10
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前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

　  

※７　当事業年度において、当社は下記の資産グループ

について減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損金額
（百万円）

群馬県
富士見村

遊休資産 土地 53

大阪本社及
び各営業所

事業用資産 電話加入権 18

　その他 事業用資産
工具器具備
品等

13

 
　当社は、原則として事業用資産については社内管理
会計上の事業区分をもとに、また、非事業用資産（賃
貸資産、遊休資産）については個別物件単位ごとにグ
ルーピングを行っております。
　当事業年度において、事業の用に供していない遊休
資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳
簿価額を回収可能価額まで減額すること等により、減
損損失86百万円を特別損失に計上しました。
　当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ
り測定しており、土地については不動産鑑定評価額を
勘案した売却見積額をもとに評価しております。
 
 

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
(千株)

増加
(千株)

減少
(千株)

当事業年度末
(千株)

　普通株式 184 103 96 192

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成19年11月19日取締役会決議に基づく取得による増加　103千株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　当社役員及び従業員のストックオプション権利行使による減少　96千株

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
(千株)

増加
(千株)

減少
(千株)

当事業年度末
(千株)

　普通株式 192 197 － 389

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　平成20年３月28日取締役会決議に基づく取得による増加　 67千株

　平成20年９月12日取締役会決議に基づく取得による増加　130千株
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(リース取引関係)

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

　至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

　至　平成21年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

取得価額相当

額

　

(百万円)

減価償却累計

額

相当額

(百万円)

期末残高相当

額

　

(百万円)

有形固定資産

（工具器具及

び備品）

77 32 44

無形固定資産

（ソフトウエ

ア）

127 63 63

合計 204 96 108

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

 

（借主側）
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、
リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー
ス取引については、通常の賃貸借契約に係る方法に
準じた会計処理によっており、その内容は次のとお
りであります。
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

取得価額相当

額

　

(百万円)

減価償却累計

額

相当額

(百万円)

期末残高相当

額

　

(百万円)

有形固定資産

（工具器具及

び備品）

67 29 37

無形固定資産

（ソフトウエ

ア）

109 66 43

合計 176 95 81

　（注）　　　　　　　同左

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 32百万円

1年超 75

合計 108

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高に

占める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

1年以内 31百万円

1年超 49

合計 81

（注）　　　　　　　　同左

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 44

 

③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 33百万円

減価償却費相当額 33

 

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

 

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとす

る定額法によっております。

　 　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

　

前事業年度

(平成20年３月31日)

当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

繰延税金資産 　

　　たな卸資産評価損 100

　　賞与引当金 90

　　貸倒引当金 94

　　退職給付引当金 103

　　役員退職慰労引当金 136

　　減損損失 267

　　製品保証引当金 112

　　その他 42

　　繰延税金資産小計 947

　　評価性引当額 △3

　繰延税金資産合計 944

繰延税金負債 　

　　その他有価証券評価差額金 △15

　　その他 △8

　繰延税金負債合計 △24

繰延税金資産の純額 919

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(百万円)

繰延税金資産 　

　　たな卸資産評価損 107

　　賞与引当金 70

　　貸倒引当金 93

　　退職給付引当金 123

　　役員退職慰労引当金 137

　　減損損失 291

　　製品保証引当金 104

　　関係会社株式評価損 213

　　繰越欠損金 214

　　その他 56

　　繰延税金資産小計 1,412

　　評価性引当額 △565

　繰延税金資産合計 847

繰延税金資産の純額 847

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6

（調整） 　

　交際費等永久に損金算入されな
い項目

15.5

　住民税均等割等 18.1

　税額控除 △1.6

　評価性引当額 △3.0

　その他 1.8

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

71.4

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

　税引前当期純損失のため、記載を省略しておりま

す。

　 　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 663円28銭

１株当たり当期純利益 4円41銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
4円41銭

　

１株当たり純資産額 546円39銭

１株当たり当期純損失 100円31銭

　 　

　 　

　

当事業年度は、潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益を記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成20年３月31日)

当事業年度末

（平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 8,801 7,142

普通株式に係る純資産額（百万円） 8,801 7,142

差額の主な内訳（百万円） － －

普通株式の発行済株式数（千株） 13,462 13,462

普通株式の自己株式数（千株） 192 389

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

13,269 13,072

　

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目

前事業年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

当事業年度

(自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)（百万円） 58 △1,320

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
（百万円）

58 △1,320

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万
円）

－ －

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,334 13,163

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた当期純利益調整額の主要な内訳（百万
円）

－ －

　当期純利益調整額（百万円） － －

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳

　 　

　　新株予約権（千株） 9 －

　普通株式増加数（千株） 9 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

－ －
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により

記載を省略しております。

　

【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末

残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 3,630 187
70

（0）
3,747 1,981 114 1,766

　構築物 85 － － 85 70 3 15

　機械及び装置 174 14 0 188 164 6 24

　車両及び運搬具 44 2
16

（1）
30 27 3 2

　工具、器具及び備品 816 83
41

（8）
858 752 97 105

　土地 2,640 99
53

（53）
2,686 － － 2,686

　有形固定資産計 7,392 387
181

（63）
7,598 2,996 226 4,601

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア 299 58
0

（0）
357 268 53 89

　ソフトウエア仮勘定 41 100 39 102 － － 102

　電話加入権 21 －
18

（18）
2 － － 2

　無形固定資産計 362 159
59

（19）
462 268 53 194

投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　長期前払費用 225 8 1 233 216 8 16

　投資その他の資産計 225 8 1 233 216 8 16

（注）1　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物　　　　　　　　大川センター　　　　　175百万円

土地　　　　　　　　大川センター　　　　　 99百万円

ソフトウエア仮勘定　次期基幹システム開発　 96百万円

　　　2　当期減少額欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(目的使用)

(百万円)

当期減少額

(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 296 10 17 0 288

賞与引当金 222 172 222 － 172

製品保証引当金 278 258 278 － 258

退職給付引当金 253 171 121 － 303

役員退職慰労引当金 336 12 10 － 338

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 32

預金 　

　当座預金 715

　普通預金 240

　定期預金 90

計 1,045

合計 1,078

　

②　受取手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

イーシームズ（株） 87

（株）岡村製作所 46

岡本電気工事（株） 26

（株）カナデン 23

（株）興電社 14

その他 244

合計 442

　

（ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 117

平成21年５月 117

平成21年６月 113

平成21年７月 86

平成21年８月以降 7

合計 442
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③　売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

（株）フジコー 101

ミツワ電機（株） 75

イーシームズ（株） 63

福西電機（株） 62

（株）たけでん 50

その他 1,923

合計 2,277

　

（ロ）売掛金滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)

(C)
─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

2,129 16,556 16,407 2,277 87.8 48.7

(注)消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

　

④　完成工事未収入金

（イ）相手先別明細

相手先 金額（百万円）

スターツ商事（株） 21

西武建設（株） 13

安藤建設（株） 7

前田建設工業（株） 4

東亜建設工業（株） 2

その他 6

合計 56

　

（ロ）完成工事未収入金滞留状況

発生時 金額（百万円）

平成21年１月以前計上額 1

平成21年２月計上額 0

平成21年３月計上額 54

合計 56
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⑤　商品及び製品

内訳 金額（百万円）

商品 　

インテリア用品 370

商業施設用照明器具 201

製品 　

蛍光灯器具 993

白熱灯器具 288

合計 1,854

　

⑥　原材料及び貯蔵品

内訳 金額（百万円）

原材料 　

照明器具部品 385（1）

（うち未着品） 　

収納家具材料 16（4）

（うち未着品） 　

貯蔵品 　

展示等広告用照明器具 55

カタログ 105

その他 2

　 565

　

⑨　未成工事支出金

前期繰越高（百万円） 当期支出額（百万円） 完成工事への振替額

（百万円）

期末残高（百万円）

32 389 372 49

（注）期末残高の内訳は次のとおりであります。

　材料費　　　　　　　　　　　 39百万円

　外注工事費　　　　　　　　　 10　　　

　計　　　　　　　　　　　　　 49

　

⑪　関係会社株式

相手先 金額（百万円）

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 879

昆山恩都照明有限公司 265

イーシームズ株式会社 100

合計 1,244

　

⑫　関係会社長期貸付金

相手先 金額（百万円）

イーシームズ株式会社 700

昆山恩都照明有限公司 589

合計 1,289
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負債の部

①　支払手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

双和照明（株） 56

三菱電機照明（株） 50

ダイア蛍光（株） 45

（株）三浪電器 29

岩崎電気（株） 26

その他 99

合計 307

　

（ロ）期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成21年４月 93

平成21年５月 92

平成21年６月 57

平成21年７月以降 62

合計 307

　

②　買掛金

相手先 金額（百万円）

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 217

昆山恩都照明有限公司 73

（株）トクニ工業 44

（株）アイライティングシステム 37

（株）共伸電器 29

その他 1,344

合計 1,745

　

③　工事未払金

相手先 金額（百万円）

ENDO Lighting (THAILAND) Public CO., LTD. 7

(有)ワンアップ 4

中井商事（株） 3

吉田木材（株） 1

（株）明光物産 0

その他 6

合計 25
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④　短期借入金

相手先 金額（百万円）

三菱東京ＵＦＪ銀行 700

三井住友銀行 700

みずほ銀行 100

りそな銀行 100

池田銀行 100

その他 90

合計 1,790

　

⑤　１年以内返済予定長期借入金

相手先 金額（百万円）

三菱東京ＵＦＪ銀行 179

三井住友銀行 85

りそな銀行 53

みずほ銀行 47

その他 28

合計 393

　

⑥　長期借入金

相手先 金額（百万円）

三菱東京ＵＦＪ銀行 270

三井住友銀行 135

りそな銀行 67

みずほ銀行 67

その他 47

合計 587

　

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
（特別口座）
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 　―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
http://www.endo-lighting.co.jp/kessan/index.html

株主に対する特典 なし

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することが出来ない。

　会社法第189条第２項に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第37期（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）平成20年６月27日近畿財務局長に提出

（2）四半期報告書及び確認書

第38期第１四半期（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）平成20年８月12日近畿財務局長に提出

第38期第２四半期（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成20年11月13日近畿財務局長に提出

第38期第３四半期（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）平成21年２月13日近畿財務局長に提出

（3）四半期報告書の訂正報告書及び確認書

第38期第２四半期（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）平成21年２月17日近畿財務局長に提出

（4）半期報告書の訂正報告書

第37期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日） 平成20年５月16日近畿財務局長に提出

（5）臨時報告書

企業内容の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規定基づく臨時報告書

平成21年６月19日　近畿財務局長に提出

（6）自己株券買付報告書

報告期間　（自　平成20年６月１日　至　平成20年６月30日） 平成20年７月11日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年７月１日　至　平成20年７月31日） 平成20年８月６日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年８月１日　至　平成20年８月31日） 平成20年９月３日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年９月１日　至　平成20年９月30日） 平成20年10月３日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年10月１日　至　平成20年10月31日） 平成20年11月７日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年９月12日　至　平成20年９月30日） 平成20年11月12日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年11月１日　至　平成20年11月30日） 平成20年12月５日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成20年12月１日　至　平成20年12月31日） 平成21年１月20日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成21年１月１日　至　平成21年１月31日） 平成21年２月５日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成21年２月１日　至　平成21年２月28日） 平成21年３月６日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成21年３月１日　至　平成21年３月31日） 平成21年４月10日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成21年５月19日　至　平成21年５月31日） 平成21年６月10日近畿財務局長に提出

（7）自己株券買付報告書の訂正報告書

報告期間　（自　平成21年５月19日　至　平成21年５月31日） 平成21年６月10日近畿財務局長に提出

報告期間　（自　平成21年５月19日　至　平成21年５月31日） 平成21年６月15日近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年６月20日

株式会社　遠藤照明

取締役会　御中

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柏　　木　　　　　忠　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　石　　川　　昌　　司　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社遠藤照明の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。　監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社遠藤照明及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　前連結会計年度の連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成21年６月26日

株式会社　遠藤照明

取締役会　御中

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　有　限　責　任　監　査　法　人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柏　　木　　　　　忠　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　本　　伸　　吾　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社遠藤照明の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。　監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社遠藤照明及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社遠藤照明

の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用

並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全に

は防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社遠藤照明が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　
 
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年６月20日

株式会社　遠藤照明

取締役会　御中

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　監　査　法　人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柏　　木　　　　　忠　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　石　　川　　昌　　司　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社遠藤照明の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第37期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。　監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社遠藤照明の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成21年６月26日

株式会社　遠藤照明

取締役会　御中

太　陽　Ａ　Ｓ　Ｇ　有　限　責　任　監　査　法　人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　柏　　木　　　　　忠　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　本　　伸　　吾　　㊞

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社遠藤照明の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第38期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社遠藤照明の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 ※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体はふくまれておりません。
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